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タイトルが「民法改正と不動産市場の今後」と

なっておりますが、実はほぼ同じようなタイトル

で、民法大改正によって、不動産市場はこうなる

というような講演を、 年程前にさせて頂きました。

宅建業法の 周年記念シンポジウムというところ

でしたが、あれから 年経ちまして、民法改正案

も、いよいよ閣議決定されて、国会に提案をされ、

国会審議を経て、今のところ特に法案自体につい

ての反対の声は無さそうでございますので、何も

なければ、この通常国会で成立をして直ちに交付、

ほとんどの規定は、 年以内に政令で定める日から

施行ということになります。

実は、今日、お話しをさせて頂くに当たって、

皆さんにお詫びをしなければいけないなと思って

おります。前回、 年前にお話しをさせて頂いたと

きには、民法大改正ということで、かなり世の中

の風景が変わるような影響が出るのではないかと

いうお話しをさせて頂きました。色々な例を挙げ

てお話しをさせて頂きましたけれども、多少言い

訳をさせて頂きますと、これだけのネタをこれだ

けの期間で改正できるはずがないので、もし全部

をやろうとしたら、恐らく相当時間がかかるだろ

う。逆にスケジュールを優先して、予定されたス

ケジュールの内で走ろうとしたら、議論が分かれ

るところは全部落として、議論がまとまった所だ

けで走ることになるかも知れないということを、

あの時のレジュメにも書いていました。結果は、

後の方になりました。ちょうど 年前に中間試案

というものが出されました。その中で、改正項目

が、これは数え方によって色々あるのですけれど

も、私がざっと数えましたら、 項目くらいあっ

たのですね。実は、さらにその前に、中間論点整

理というのがありまして、これは凄まじくて

項目くらいあったのですね。特にそれが私の仕事

でもなかったものですから、ほとんど実は気にも

していなくて、まだ先のことだろうと思っていた

のですが、ある時、 のラジオの番組で、今度の

改正をリードされた内田先生が、大きな志を持っ

て改正に取り組みたいということを仰っていまし

て、民法の条文は、現在、親族・相続まであわせ

て約 条ですけれども、 条、 条位に

は、直ぐなりますということを仰いました。私は、

その 、 という言葉に、何を書き加えるの

か、と思ったのです。それで、論点整理が出たと

きに、改めて眺めてみたら、たくさん気になるこ

とがあって、こんなことを民法に書いたら読み手

によって、色々な読み方をするはずなので、大混

乱になる可能性があるということが気になったわ

けです。それが、論点整理の時の 項目が、中

間試案では 項目になった。それでも、結構影

響出るだろうということで、 年前に、そういった

趣旨のお話しをさせて頂きました。ところがその

後、不動産業界も、経済界も、弁護士界もそうで

すが、色々なところからパブリックコメントが、

大量に出されました。印刷物になっているのがあ

りますが、厚さにして ㎝くらいあります。小さ

い活字ですけれども、もの凄いボリュームのパブ

リックコメントが出されました。法務省、あるい

は、法制審議会の方では、このパブリックコメン

トを丁寧に読み込んで頂いて、これは大変そうだ

な、というところはカットして頂いたように思い

ます。したがいまして、法制審議会の答申が出て、

その時にもニュース報道になりましたが、意外と

いくつかの事項を紹介した穏やかな報道でした。

施行が 年先というのもあるので、まだ、先でい

い、どんな影響が出るのか良く読めない、という
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ところもあるのだと思います。割と、静かな報道

の中で、「大
．
改正」と謳っているのは、私が目にし

た限りではありませんでした。 年前には、皆が大

改正と言っていたのですけれども、今は、通常の

民法改正になってきています。では「大」が付か

ないかと言えば、考えようでして、実は、今回の

民法改正というのは、 項目くらいです。中間試

案の がさらに、 位になって、 項目の改

正というと、かなり広範の改正なのですね。広範

囲の改正ということでありますので、その意味で

は、大改正ということが言えるかと思います。

年ぶりの、 年ぶりくらいになるのでしょうか、

改正ということになろうかと思います。

今回の改正部分ですけれども、ご承知の通り親

族・相続なんかは無関係ですし、不法行為のとこ

ろも、まだ手がついておりません。基本的には、

総則の第 条からということになっておりますの

で、法律行為、いわゆる契約や、そういったもの

に関連する部分、それから、期間の計算、時効。

債権、債権の中には、実は先程申し上げましたよ

うな、不法行為ですとか不当利得、事務管理も含

まれておりますけれども、そこを除いた 条ま

でが今回の主な改正範囲ということになっていま

す。

なぜ民法大改正と言われたか。明治 年

年に制定されて、もう相当な年数が経っておりま

すが、それ以降、昭和 年、これは新憲法になっ

て家族制度が大きく変わったときの改正、それか

ら、平成 年、 年、 年と部分的な改正は行

われておりますが、大きな改正はなかった。した

がって、 年ぶりの大改正だということでござい

ます。

改正しないですますことが出来た理由というの

は、皆さんご承知の通りで、基本的には契約自由

の原則がございますので、各当事者が、契約書の

中で工夫をしながら、時代のニーズに合うような

形で契約をとりまとめてきたということです。会

社法などの規定というのは、かなり強行規定で、

契約によって、定款によって外せる分は、いくつ

かありますけれども、法律の枠を超えて外すとい

うわけにはいかないのです。ですから、会社法は、

割と会社法が障害になって、新しいビジネスが展

開出来ないとか、新しい会社経営スタイルが取り

込めないといった話があったので、結構、改正ニ

ーズが高かったのです。ところが、民法の場合は、

基本的に任意規定なので、特段、民法の規定が障

害になるということもなく、契約の中で新しいニ

ーズに対応してきたということですし、あわせて、

解釈、判例もそれを追っかけて実質的な修正を行

ってきたということになっています。

今回の改正の経緯については、 年前の講演の際

にもお話ししましたけれども、その諮問文「民法

制定以来の社会・経済の変化への対応を図り、国

民一般に分かりやすいものとする等の観点から、

国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い契約

に関する規定を中心に見直しを行う必要があると

思われるので、その要項を示されたい」というこ

とになっております。実は、「社会・経済の変化へ

の対応を図り」というこのフレーズは、最近、法

律改正の時に、よく使うのですね。何でこういう

流れになっているかというと、実は、司法制度改

革の中で、身近な司法、国民にとってわかりやす

い司法という目的があります。裁判員制度なんか

もそうですけれども、そういったものの中で、法

律の条文が分かりにくい、もう少し読みやすくし

た方が良いのではないかという議論が根底に流れ

ておりまして、それに絡めて、わかりやすくしよ

うというのが一つあります。ただし、わかりやす

くなっているかというと、各法律とも、結構、色々

なものをてんこ盛りにしているものですから、例

えば、会社法なんかも、個人的な意見ですけれど

も、以前の方が、むしろ基本理念みたいなものが

はっきりしていて、今の会社法の方が、読み取り

にくいかなという気がしないでもないのですけど、

一応、そういった流れの中で動いてきているとい

うことです。

諮問の理由は、当時、法務省の方で、こういう

風に公表されていたということが書いてあります。

諮問と同じ内容です。

法制審議会の審議は、諮問以来、我が国の民法

学者の総動員ということで、したがって、ここで

決まったら、もう反論は出て来るはずがないとい

うような感じの体制になっております。申し上げ

た通り、平成 年に中間論点整理、それから

土地総合研究 2015年夏号270



 

年に中間試案の公表、それから、この 月に改正

要綱案が答申されまして、その後、法案が整理を

されて、現在、国会に提案されているという状況

になっております。

ここでご紹介をしておきますと、土地総研の方

で、随分早い段階からお取り組みを頂きまして、

実は 年前に私が民法大改正で大変なことになる

というようなお話しを申し上げたときに、前の土

地総研の理事長、藤條さんが、お聞き取り頂いて、

しっかり勉強しようということで、土地総研の自

主事業ということで、平成 年の 月に、私も仲

間に入れて頂きましたけれども、弁護士、事業者

団体による民法改正勉強会が設置されました。行

政担当者もオブザーバー参加と軽く書いておりま

すけれども、実は、国土交通省の不動産業課長が、

ほぼ毎回出席して貰えまして、その意味では、行

政と業界と我々とが一緒になって議論をするとい

う場になったかと思います。平行して法制審議会

で色々な議論が進んでいて、法制審議会の方も月

に 回とか 回とかというピッチですから、新し

い資料がどんどん出て来る。当然のことながら、

法制審議会の方の議論は揺れ動いていきますので、

こちらの方の議論も、法制審議会を追っかけて、

もしこうなったらこういう問題がありそうだとい

った話をしていると、その次には、その問題が、

全部消えてしまうというようなことの繰り返しで

した。

法制審の議論を追っかけていくという勉強会で

すが、この成果をどう生かすかということは、最

初から、目論見がありました。民法が、なにがし

かいじられれば、当然のことながら、新しい条文

の解釈ですとか、そういったものを巡って、色々

な考え方、色々な意見、色々な読み方が世の中に

出回るだろうと、それが混乱の元になるかも知れ

ない。民法は、不動産だけに特化して、制定する

ということはありませんので、色々な日常の売買、

契約も全部、民法の規定に服することになります

けれども、不動産の分野には不動産流のやり方が

あります。不動産の市場でのルールというのが、

既に出来上がっているわけですけれども、そうい

ったものを受けて、新しい民法との間で、どうい

う接点で運用すれば良いのか、新しい民法は、不

動産市場では、こう解釈したら良いのではないか。

これは、公に決める権限はありません、裁判所に

行ってみないと分からないというところはありま

すけれども、裁判所に行くまで、誰も何も分から

ないというのでは困るので、一応そのルールを整

理して、例えばガイドラインですとかそういった

もので世の中にお示しをして、関係者のコンセン

サスが得られれば、それに従って、民法の解釈、

運用といったものをしていったら良いのではない

かということだったわけです。それのための素材、

どんな論点があって、どのように考えていったら

良いのかといった、あらごなしをしようというの

が、この勉強会の目的だったのです。

この勉強会で、色々な議論をしまして、その時

の検討資料が、かなりのボリュームになっていま

す。そういったものの中で、皆様方のお役に立ち

そうな、あるいは、今後の参考になりそうな議論

のエッセンスを事務局を勤めて頂いた土地総研の

方で、整理をして、出版物ということでまとめて

頂いきました。当然のことながら、これは、ある

意味では、業界の皆さんに、タイムリーな情報を

知って頂こうということで作っておられましたの

で、法制審議会の答申段階での記述になっていま

す。これから、国会審議があって、それから法務

省の方で政令省令を決めなければならないことも

ありますので、そういったことを踏まえて、さら

に、議論が進んで行くのだろうと思いますけれど

も、少なくとも、現時点で、こういうふうに考え

て、こういった問題があるというようなことが、

整理をされています。もし、ご興味があれば、是

非、お目通しを頂ければと思っています。ちなみ

に、余計なことですが、土地総研は全く儲からな

いのだそうで、完全に実費だけの値段だそうでご

ざいます。ある意味では、折角議論したものを、

皆様方に知って頂くという公表のルートとしてこ

ういった形を使わせいて頂いたということのよう

でございます。私が、今日お話をする中身も、実

は、この中の、極々一部、 項目全部触れるわけ

に参りませんので、極々一部でございますけれど

も、お聞き取りを頂ければ、と思います。

民法改正法案ですが、 月 日、年度変わりの

ぎりぎりに閣議決定をされまして、 本あります。

原文は法務省の でも国会提出法案のコーナーの

中で見られますし、衆議院、参議院の でも、あ

るいは総理官邸の でもご覧になることが出来ま

す。民法の一部を改正する法律案、これは本体で

 

ところもあるのだと思います。割と、静かな報道

の中で、「大
．
改正」と謳っているのは、私が目にし

た限りではありませんでした。 年前には、皆が大

改正と言っていたのですけれども、今は、通常の

民法改正になってきています。では「大」が付か

ないかと言えば、考えようでして、実は、今回の

民法改正というのは、 項目くらいです。中間試

案の がさらに、 位になって、 項目の改

正というと、かなり広範の改正なのですね。広範

囲の改正ということでありますので、その意味で

は、大改正ということが言えるかと思います。

年ぶりの、 年ぶりくらいになるのでしょうか、

改正ということになろうかと思います。

今回の改正部分ですけれども、ご承知の通り親

族・相続なんかは無関係ですし、不法行為のとこ

ろも、まだ手がついておりません。基本的には、

総則の第 条からということになっておりますの

で、法律行為、いわゆる契約や、そういったもの

に関連する部分、それから、期間の計算、時効。

債権、債権の中には、実は先程申し上げましたよ

うな、不法行為ですとか不当利得、事務管理も含

まれておりますけれども、そこを除いた 条ま

でが今回の主な改正範囲ということになっていま

す。

なぜ民法大改正と言われたか。明治 年

年に制定されて、もう相当な年数が経っておりま

すが、それ以降、昭和 年、これは新憲法になっ

て家族制度が大きく変わったときの改正、それか

ら、平成 年、 年、 年と部分的な改正は行

われておりますが、大きな改正はなかった。した

がって、 年ぶりの大改正だということでござい

ます。

改正しないですますことが出来た理由というの

は、皆さんご承知の通りで、基本的には契約自由

の原則がございますので、各当事者が、契約書の

中で工夫をしながら、時代のニーズに合うような

形で契約をとりまとめてきたということです。会

社法などの規定というのは、かなり強行規定で、

契約によって、定款によって外せる分は、いくつ

かありますけれども、法律の枠を超えて外すとい

うわけにはいかないのです。ですから、会社法は、

割と会社法が障害になって、新しいビジネスが展

開出来ないとか、新しい会社経営スタイルが取り

込めないといった話があったので、結構、改正ニ

ーズが高かったのです。ところが、民法の場合は、

基本的に任意規定なので、特段、民法の規定が障

害になるということもなく、契約の中で新しいニ

ーズに対応してきたということですし、あわせて、

解釈、判例もそれを追っかけて実質的な修正を行

ってきたということになっています。

今回の改正の経緯については、 年前の講演の際

にもお話ししましたけれども、その諮問文「民法

制定以来の社会・経済の変化への対応を図り、国

民一般に分かりやすいものとする等の観点から、

国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い契約

に関する規定を中心に見直しを行う必要があると

思われるので、その要項を示されたい」というこ

とになっております。実は、「社会・経済の変化へ

の対応を図り」というこのフレーズは、最近、法

律改正の時に、よく使うのですね。何でこういう

流れになっているかというと、実は、司法制度改

革の中で、身近な司法、国民にとってわかりやす

い司法という目的があります。裁判員制度なんか

もそうですけれども、そういったものの中で、法

律の条文が分かりにくい、もう少し読みやすくし

た方が良いのではないかという議論が根底に流れ

ておりまして、それに絡めて、わかりやすくしよ

うというのが一つあります。ただし、わかりやす

くなっているかというと、各法律とも、結構、色々

なものをてんこ盛りにしているものですから、例

えば、会社法なんかも、個人的な意見ですけれど

も、以前の方が、むしろ基本理念みたいなものが

はっきりしていて、今の会社法の方が、読み取り

にくいかなという気がしないでもないのですけど、

一応、そういった流れの中で動いてきているとい

うことです。

諮問の理由は、当時、法務省の方で、こういう

風に公表されていたということが書いてあります。

諮問と同じ内容です。

法制審議会の審議は、諮問以来、我が国の民法

学者の総動員ということで、したがって、ここで

決まったら、もう反論は出て来るはずがないとい

うような感じの体制になっております。申し上げ

た通り、平成 年に中間論点整理、それから
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すので、かなりのボリュームがありますけれども、

民法それ自体の改正、それから、もう一つ、民法

をいじりますと、例えば、時効のところ、今まで、

消滅時効は基本的に 年だったのですが、今度、

年になりますので、そういったものをいじったり

しますと、他の多くの法律に波及します。それ以

外にも、例えば、時効の中断という言葉が無くな

ります。中断という言葉が無くなって、時効の更

新という言葉になります。時効の停止という言葉

がありましたが、停止という言葉も無くなって、

完成の猶予という言葉になります。そういったと

ころで、言葉だけではなくて、もちろん中身も変

わるのですけれども、言葉が、結構、変わってく

るので、それにあわせた形で、他の法律をいじら

なければいけないので、あわせて、 本くらいの

法律の改正が行われることになっています。一応、

衆議院の を見ると、現在、審査中と書いてあり

ますけれども、委員会審議はまだ先ということで

す。

法律案には、皆さん方には、ほとんど目に触れ

ることがないのですけれども、法律の条文を作っ

た最後に、 行くらいで「理由」というのがあるの

ですね。もう決まった定型的な文章になっていま

すが、これこれに鑑み、何々をするため、これこ

れをする必要がある、これがこの法律案を提案す

る理由である、という風に書いてあります。これ

は、たかだか 行くらいですけれども、逆に言う

と、その法律の「売り」を、この 行の文章に込

めるというのが、法律の立案担当者の、最後の画

竜点睛と言いますか、思いがこもっているところ

ます。最後に、その 行をどうやって書くかは、

内閣法制局とも議論をするのですけども、法律が

国会を通ったら、この 行なんて誰も見やしない

のです。見やしないのですけれども、一応、思い

がこもっているのはこれなのです。今回の民法改

正案に、何て書いてあるのかなと思ったら、この

つが書いてありました。以下、ほぼその理由のと

ころの文書と同じですけれども、経済社会情勢の

変化に鑑み、 つ目が、消滅時効期間の統一化等時

効に関する規定。 つ目が、法定利率を変動させる

規定の新設。法定利率は今までご承知の通り、民

法は ％、商事法定利率は ％ということで固定さ

れていました。法律上率が明記されていたのです

けれども、これを変動させるということになりま

した。 つ目が、保証人の保護を図るための保証債

務に関する規定の整備。これは、ニュースでも、

相当に報道されました。かつて、人の借金の保証

人になったが為に、追い立てられて破産になって、

その結果、自殺までされた方があるというような

こともあって、社会問題になった時期がございま

すけれども、そういった点から、保証人の保護を

図るための保証債務に関する規定が、相当に詳し

く加わっています。 つ目は、最後まで揉めた項目

でございますけれども、定型約款、いわゆる約款

に関する規定の新設。この つが、今回の、要は

立案担当者が考える柱ということです。

まず消滅時効からです。消滅時効ということで、

タイトルの脇に、第 条他と書いてあります。

お断りをしておきますが、ここで書いてある条文

というのは、現行法の条文とは、ほとんどイコー

ルなのですけれども、ものによっては改正後の条

文が書かれていますので、今の六法と照らしあわ

せて見たら、条文が違うのがあるかも知れません。

もしも、改正後の条文をご参照頂くのであれば、

先程申し上げました、法務省、衆議院、参議院、

あるいは官邸の に、新・旧対照表というのがあ

りますから、それを見ていただければ、上段が新

条文、下段が旧条文、現行の条文、比較対照の形

で載っていますので、それが一番見やすいかと思

います。ほとんど、いじられていませんけれども、

ものによっては、ご確認を頂ければと思います。

ご案内の通り、債権の消滅時効は、現行法では、

債権を行使できる時から 年間ということになっ

ています。 年間行使をしないと時効消滅すると

いうのは、皆さん方良くご存じの通りです。今度

は、消滅時効の原則的期間を統一するということ

で、債権者が権利を行使することが出来ることを

知った時から 年と書いてあります。権利を行使

することが出来る時から 年だと、実は、現行規

定の権利を行使することができる時から 年とい

うのは、いじられてないのです。そのまま残って

いる。新しく、債権者が権利を行使することがで

きることを知った時から 年というのが付け加わ

ったのです。何が違うのか、解説を見ないと良く

わからないという感じだと思いますが、債権者が

権利を行使することができることを知った時、と

いう意味は、債権の発生原因、債務者を、債権者

が知った時という意味だと解釈される。債権者が、
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現実に、こういう事情で、誰それに対して、自分

は、債権を持ったということを知った時、あるい

は、持っているということを知った時から 年と

いうことです。権利を行使することができる時か

ら 年というのは、知ったか知らないかとは無関

係に、権利が発生して、本人が知れば、権利がで

きる状態になった時から 年、時効期間が進行す

るということになっています。結構、わかりにく

いかも知れません。今の法律で、消滅時効 年と

いうことに、一応なっていますけれども、これも

理屈から言えば、債権が発生した時から本人が知

ろうが知るまいが、時効期間は進行するというこ

とであるべきなのですが、実際上は、裁判例を見

ると、本人が知らなかったから、知った時から時

効の期間を 年にするような裁判例が、いくつも

あるのです。どういうケースかというと、そうし

ないと気の毒だというケースがある。例えば、公

害等で健康被害が生じる、公害の汚染物質が流れ

て来ているということがあります。だけれども、

直ちに、症状が出るわけではない。そうすると、

本人が症状が出たのに気が付いた時には、もう

年経っていたり、 年経っていたりする。その時

に、汚染物質を流した時から 年経たから時効消

滅するというのは気の毒です。それで裁判所は、

そういったケースでは、色々な理屈をつけて、汚

染物質が流れたというだけでは、本人が債権を行

使するということは、おおよそ期待できないとい

った場合には、時効消滅の起算点を後ろにずらす

ような運用をしてきた、したがって、従来の 年

の時効というのは、今回の 年とニュアンスが、

実際の運用上は違っていたのですけれども、逆に、

今回 年というのができたが為に、 年というの

が、本来の原則に戻るのではないかという気がし

ています。端的に言えば、自分が誰それに対して

債権を持っている、例えば、公害被害のケースで

言いますと、それに気が付いた、その時から時効

完成だと言えば良いのですけれども、気が付いて

いて 年もほったらかしているのは、いくら何で

も酷すぎるという話なのだろうと思います。ただ、

今度は、 年が生きていますから、どちらか早い

ほうで消滅することになりますから、そうすると、

さっきの公害のような例で、被害が発生したとき

にもう 年経っていたというような場合には、本

人が知った時から 年という以前に、既に 年が

経っているということが、実は準理論的にはあり

得るのですよね。そういった場合に、裁判所がど

ういうふうに判断するのかなという気がします。

ここら辺は、微妙に裁判所の判断の仕方が変わっ

てくる可能性があるのではないかなという気がい

たしております。主観的起算点、客観的起算点と

いう言葉で、論理的には、綺麗に整理できたので

すけれども、実際に起きてくる現象みたいなとこ

ろは、そんなに簡単にいくのかなという気がいた

しております。

それから、多くの皆様に関心のありそうな、例

えば、耐震の不足。耐震ゴムの欠陥の話が、今マ

スコミを賑わしていますけれども、ああいったも

のも、わからないですよね。ビルを建てたときに

は、そういったものが使われていたかどうかとい

うのはわからない。そういった場合に、知ってか

ら 年は良いのですけれども、権利を行使するこ

とができる時から 年という、この権利を行使す

ることが出来る時というのを、どう解釈するのか

というのは、単に建物が竣工した時という割り切

りでは済まないようなケースがあるような気がし

ます。そこのところを、知った時と書いてあると

ころと、それが書いてないところとの関係で、ど

う折り合いをつけていくのかなというのは、気に

はなるところです。裁判所は知恵者が多いですか

ら、何か色々な条件を付けて、整理をされるのだ

ろうと思います。

もう一つ、「原則期間を統一」と 行目に書きま

した。これは、統一なら今まで 年だった、だか

ら 年で良いではないか、というのもあり得るの

だと思うのですけれども、そもそも、なぜ統一し

たかと言いますと、例えば、現在の短期消滅時効

というのは、お医者さんの報酬の時効は 年、私

のような弁護士の報酬は 年、それから、工事の

設計・施工の報酬は 年ということになっていま

す。月払いの月給ですとか、飲食店の代金ですと

か、運送料は 年ということになっています。問

題は、どれに当たるかによって、時効期間がまる

で違うのですけれども、最近みたいに、色々なビ

ジネスが横行していますと、これはどっちだ、と

いうのが、結構紛らわしいと。したがって、職業

別に時効期間が違うのはまずいということになっ

て統一しようということになった。では、 年に

統一するという話になったら、今まで 年だった

のが、一気に 年になってしまう。これは、いく

ら何でも酷いということで、結局、 年くらいが塩

 

すので、かなりのボリュームがありますけれども、

民法それ自体の改正、それから、もう一つ、民法

をいじりますと、例えば、時効のところ、今まで、

消滅時効は基本的に 年だったのですが、今度、

年になりますので、そういったものをいじったり

しますと、他の多くの法律に波及します。それ以

外にも、例えば、時効の中断という言葉が無くな

ります。中断という言葉が無くなって、時効の更

新という言葉になります。時効の停止という言葉

がありましたが、停止という言葉も無くなって、

完成の猶予という言葉になります。そういったと

ころで、言葉だけではなくて、もちろん中身も変

わるのですけれども、言葉が、結構、変わってく

るので、それにあわせた形で、他の法律をいじら

なければいけないので、あわせて、 本くらいの

法律の改正が行われることになっています。一応、

衆議院の を見ると、現在、審査中と書いてあり

ますけれども、委員会審議はまだ先ということで

す。

法律案には、皆さん方には、ほとんど目に触れ

ることがないのですけれども、法律の条文を作っ

た最後に、 行くらいで「理由」というのがあるの

ですね。もう決まった定型的な文章になっていま

すが、これこれに鑑み、何々をするため、これこ

れをする必要がある、これがこの法律案を提案す

る理由である、という風に書いてあります。これ

は、たかだか 行くらいですけれども、逆に言う

と、その法律の「売り」を、この 行の文章に込

めるというのが、法律の立案担当者の、最後の画

竜点睛と言いますか、思いがこもっているところ

ます。最後に、その 行をどうやって書くかは、

内閣法制局とも議論をするのですけども、法律が

国会を通ったら、この 行なんて誰も見やしない

のです。見やしないのですけれども、一応、思い

がこもっているのはこれなのです。今回の民法改

正案に、何て書いてあるのかなと思ったら、この

つが書いてありました。以下、ほぼその理由のと

ころの文書と同じですけれども、経済社会情勢の

変化に鑑み、 つ目が、消滅時効期間の統一化等時

効に関する規定。 つ目が、法定利率を変動させる

規定の新設。法定利率は今までご承知の通り、民

法は ％、商事法定利率は ％ということで固定さ

れていました。法律上率が明記されていたのです

けれども、これを変動させるということになりま

した。 つ目が、保証人の保護を図るための保証債

務に関する規定の整備。これは、ニュースでも、

相当に報道されました。かつて、人の借金の保証

人になったが為に、追い立てられて破産になって、

その結果、自殺までされた方があるというような

こともあって、社会問題になった時期がございま

すけれども、そういった点から、保証人の保護を

図るための保証債務に関する規定が、相当に詳し

く加わっています。 つ目は、最後まで揉めた項目

でございますけれども、定型約款、いわゆる約款

に関する規定の新設。この つが、今回の、要は

立案担当者が考える柱ということです。

まず消滅時効からです。消滅時効ということで、

タイトルの脇に、第 条他と書いてあります。

お断りをしておきますが、ここで書いてある条文

というのは、現行法の条文とは、ほとんどイコー

ルなのですけれども、ものによっては改正後の条

文が書かれていますので、今の六法と照らしあわ

せて見たら、条文が違うのがあるかも知れません。

もしも、改正後の条文をご参照頂くのであれば、

先程申し上げました、法務省、衆議院、参議院、

あるいは官邸の に、新・旧対照表というのがあ

りますから、それを見ていただければ、上段が新

条文、下段が旧条文、現行の条文、比較対照の形

で載っていますので、それが一番見やすいかと思

います。ほとんど、いじられていませんけれども、

ものによっては、ご確認を頂ければと思います。

ご案内の通り、債権の消滅時効は、現行法では、

債権を行使できる時から 年間ということになっ

ています。 年間行使をしないと時効消滅すると

いうのは、皆さん方良くご存じの通りです。今度

は、消滅時効の原則的期間を統一するということ

で、債権者が権利を行使することが出来ることを

知った時から 年と書いてあります。権利を行使

することが出来る時から 年だと、実は、現行規

定の権利を行使することができる時から 年とい

うのは、いじられてないのです。そのまま残って

いる。新しく、債権者が権利を行使することがで

きることを知った時から 年というのが付け加わ

ったのです。何が違うのか、解説を見ないと良く

わからないという感じだと思いますが、債権者が

権利を行使することができることを知った時、と

いう意味は、債権の発生原因、債務者を、債権者

が知った時という意味だと解釈される。債権者が、
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梅かなということで 年になったのだそうです。

したがって、 年というのは、そういう期間で、あ

る種の債権にとっては、消滅時効の期間が短くな

りますけれども、逆に、さっきの短期消滅時効を

定められたようなものについては、伸びるという

形になっています。ただ、原則的な時効期間が大

幅に短縮するということですが、 年 年という

時効期間に関しては、ほとんど、法制審、それか

ら外部のやり取りでも、あまり議論は無かったの

です。というのも、商事債権の消滅時効は、元々

年でございます。商事債権というのは、ご承知の

通りで、契約当事者の一方が商人だったら、その

間の取引は商行為になるということになっていま

すし、会社が事業として又は事業のために行う行

為は商行為とされていますから、我々が銀行に行

ってお金を預けるのも、時効は 年です。世の中

に出回っている契約のかなりの部分が、商事債権

として元々 年なのです。だから、そんなに大した

問題ないし、むしろ短くなった方が良い。それを

歓迎する経済界の声も強くございました。不動産

関係の業界でも、ウエルカムだというパブリック

コメントを出しておられるところが多かったよう

な気がいたします。ただ、今まで少なくとも 年

だったところが、急に 年になると、実は恐い面

もある。弁護士になって、気を付けなさいと最初

に先輩の弁護士から言われたのは、時効です。だ

いたい、揉めて、弁護士のところに相談しに来る

まで、だいぶ時間が経っています。聞いてみたら、

これはもう時効だというのもあれば、来月時効に

掛かるから、大慌てでやらなければいけないとい

うものもあります。もう時効に掛かっているのは、

もう仕方ないのですけれども、来月時効になると

いうのは、見逃したら弁護士の責任になりますか

ら、気を付けなさいと、こういうふうに言われる。

時効というのは、あまり日常的には気にしていな

いのですけれども、要注意。今まで 年だったの

が、 年になるということになると、相当、債権管

理は気を付けてやらないと、消滅時効になる可能

性があるということです。

時効に関して、生命・身体の侵害による損害補

償請求権の消滅時効は、逆に長くなっています。

これは、民法の 条後ろの方、不法行為のとこ

ろです。交通事故ですとか、あるいは何かで人を

怪我させたとか、死なせたとか、そういった場合

の損害賠償請求権の消滅時効についいてですけれ

ども、損害及び加害者を知った時から 年という

ことになっています。また、不法行為の時から

年ということです。改正されているのは、 年のと

ころです。元々は 年ですけれども、これが 年

に延長されたということになっています。ですか

ら、多分、被害者保護の観点から、被害者の権利

が、あまりに早く消滅してしまうのは、気の毒だ

からということで、 年に延ばされたのだと思いま

す。そういった、改正が行われています。

それから、冒頭に申し上げました、言葉だけの

問題かといえば言葉だけでは無いのですけれども、

現行の「中断」と「停止」という、この言葉を、

あわせて再度整理をし直したということになって

います。中断は「更新」になる。停止は「完成猶

予」に改めるということです。これは、意味合い

が違ってきています。従来の中断事由と、新しい

更新事由とは、少し出入りがあります。停止につ

いても同様です。中断という言葉を更新に変えた

理由というのは、ご承知の通り、今まで中断とい

ったら、そこで一回切れて、改めてゼロからスタ

ートする、要は、振り出しに戻るということだっ

たのですが、振り出しに戻るというニュアンスが、

中断だと必ずしも読み取れないので、更新にした

方がそのニュアンスが強くでるのではないかとい

う趣旨で、この用語に切り替えたという解説があ

ります。

大部分の中断事由というのは、ほぼそのまま更

新になっているのですけれども、裁判上の請求、

今まで、裁判を起こすと、それは時効の中断だと

言われていたのですが、今度は、これが、完成猶

予ということになります。少し考えれば、実は、

今までと変わらないということはおわかり頂ける

と思います。裁判を起こしただけで、時効の時計

の針の進行はストップします。でも、その後、訴

えを取り下げたり、あるいは訴えが不適合で却下

されたりすると、時効中断にはならないのですよ

ね。あくまでも確定判決で、その債権が確定をし

たことによって、時効が中断するということにな

っていましたので、そういう意味から、むしろそ

の実体と言いますか、その理念に相応しい形で今

回の改正では、裁判上の請求、要は、提訴は、そ

の段階では、まだ完成猶予だと、確定判決によっ

て、従来の中断、更新といったものにするのだと
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いうような考え方の整理が行われています。

面白いなと思ったのが、新設される協議による

時効完成猶予の制度です。原則的な時効期間が

年になりますと、時効期間間際になってから、そ

れこそ時効の中断と言いますか、時効を停止させ

て、更新させなければいけない、大慌てで相談を

受けた、全国の弁護士が、これは時効をとにかく

止めなければいけないというので、裁判所に駆け

込むということになりがちでございます。多分、

そういった配慮もあってだと思いますけれども、

協議によって時効の完成猶予、時計の針の進行を

一定期間止める、という制度が新しく設けられて

おります。

新しい法律の 条ですけれども、これは、債

権者・債務者の両当事者が、書面で合意をして、

協議をしましょうという、合意をすれば、その間、

協議期間中は、時効が止まるということになって

います。これは、 年以内の期間を書面で合意をす

るということになっていますが、更新が認められ

ることになっていまして、要は繰り返せば最長

年まで、この、時計の針の進行を止めることがで

きることになっています。一旦協議をして、話が

まとまらないというのは、もうほとんどまとまら

ないのでしょうから、早く裁判をやった方が良い

と思いますが、一応、最大 年まで延長できると

いうことになっています。

消滅時効の改正は、これ以外にもいくつもあり

ます。これは、私の所見でございますけれども、

元々、時効というのは、正義の理念からすると、

いささか立場によっては問題ありと思われるよう

な制度ではないかと思っております。消滅時効と

いうのは、要は借金の踏み倒しの制度ですよね。

刑事時効というのも、犯罪者が逃げおおせるとい

う制度ですけれども、そういった制度で、したが

って、従来、これを活用するということは、潔し

としない風潮が、あったのだと思います。例えば、

銀行預金と、先程申し上げましたように、実は、

消滅時効 年ですけれども、銀行は、 年経っても

年経っても、 年経っても、凍結した口座から、

古い記録を調べて、払い出しをしてくれます。し

かも、利息まで付けてくれます。信用を重んじる

ところとか、そういったところというのは、あま

り時効の主張というのは、自らすることはなかっ

たのだろうと思いますけれども、今度、知った時

から 年ということで、消滅時効の主張をするチ

ャンスが大幅に増えます。そうすると、これを主

張される方は増えてくる。そうすると、みんなが

主張しているのに、なぜうちだけ言わないのかと

いう話は、各方面で出て来そうな気がします。こ

れから先、こういった主張が増えてくる可能性が

あるかも知れないということになります。

そうすると、今まで以上に迅速かつ確実な債権

管理をしていく必要があるということでございま

す。消滅時効というと、金銭債権だけ頭に浮かぶ

のですけれども、それ以外にも色々な債権があり

ますので、そういったものについても用意周到に、

ということです。

先程申し上げました当事者間の協議で、書面合

意で時効停止をすることができることになってい

ますが、これは、相手方が応じてくれれば、結構、

活用できるのではないかなという気がします。裁

判を起こすには、相当にお金も手間もかかります

ので、当事者間で話し合いに応じてもらえるのだ

ったら、その方が良いのかなという気がします。

一つ余計なお話しです。民法改正とは関係あり

ませんが、時効消滅は、お金以外にも結構あると

申し上げましたが、最近、仮登記のケースです。

一般的に、仮登記を一回しておけば、仮登記には

順位保全効力があるので、何かあってもそれより

後で登記をした人には負けないので、安心だと思

いがちなのですが、全然安心できないのですね。

昭和 年の最高裁の判決というのがあります。こ

れは、どういうケースかというと、市街化調整区

域の農地についてです。ご案内の通り、農地の売

買に関しては、農地法の許可が必要なのです。市

街化調整区域なので、農地法の許可は、その段階

では非常に取りにくいか、まず取れない。したが

って、とりあえず仮登記してそのまま寝かしてお

いたというケースです。農地法の許可申請協力請

求権は、買主が売主に対して、農地法の許可申請

を農業委員会から取りたいから、共同申請に付き

合ってくださいといった請求です。この請求権は、

債権的請求権なので、時効により消滅する。した

がって、 年間放っておきますと、時効消滅。し

かし、仮登記は消えない。何が起きるかというと、

今度は、売主が、厚顔無恥にも、あの土地は、俺

の所有地だと。もう権利もなくなった仮登記が、

 

梅かなということで 年になったのだそうです。

したがって、 年というのは、そういう期間で、あ

る種の債権にとっては、消滅時効の期間が短くな

りますけれども、逆に、さっきの短期消滅時効を

定められたようなものについては、伸びるという

形になっています。ただ、原則的な時効期間が大

幅に短縮するということですが、 年 年という

時効期間に関しては、ほとんど、法制審、それか

ら外部のやり取りでも、あまり議論は無かったの

です。というのも、商事債権の消滅時効は、元々

年でございます。商事債権というのは、ご承知の

通りで、契約当事者の一方が商人だったら、その

間の取引は商行為になるということになっていま

すし、会社が事業として又は事業のために行う行

為は商行為とされていますから、我々が銀行に行

ってお金を預けるのも、時効は 年です。世の中

に出回っている契約のかなりの部分が、商事債権

として元々 年なのです。だから、そんなに大した

問題ないし、むしろ短くなった方が良い。それを

歓迎する経済界の声も強くございました。不動産

関係の業界でも、ウエルカムだというパブリック

コメントを出しておられるところが多かったよう

な気がいたします。ただ、今まで少なくとも 年

だったところが、急に 年になると、実は恐い面

もある。弁護士になって、気を付けなさいと最初

に先輩の弁護士から言われたのは、時効です。だ

いたい、揉めて、弁護士のところに相談しに来る

まで、だいぶ時間が経っています。聞いてみたら、

これはもう時効だというのもあれば、来月時効に

掛かるから、大慌てでやらなければいけないとい

うものもあります。もう時効に掛かっているのは、

もう仕方ないのですけれども、来月時効になると

いうのは、見逃したら弁護士の責任になりますか

ら、気を付けなさいと、こういうふうに言われる。

時効というのは、あまり日常的には気にしていな

いのですけれども、要注意。今まで 年だったの

が、 年になるということになると、相当、債権管

理は気を付けてやらないと、消滅時効になる可能

性があるということです。

時効に関して、生命・身体の侵害による損害補

償請求権の消滅時効は、逆に長くなっています。

これは、民法の 条後ろの方、不法行為のとこ

ろです。交通事故ですとか、あるいは何かで人を

怪我させたとか、死なせたとか、そういった場合

の損害賠償請求権の消滅時効についいてですけれ

ども、損害及び加害者を知った時から 年という

ことになっています。また、不法行為の時から

年ということです。改正されているのは、 年のと

ころです。元々は 年ですけれども、これが 年

に延長されたということになっています。ですか

ら、多分、被害者保護の観点から、被害者の権利

が、あまりに早く消滅してしまうのは、気の毒だ

からということで、 年に延ばされたのだと思いま

す。そういった、改正が行われています。

それから、冒頭に申し上げました、言葉だけの

問題かといえば言葉だけでは無いのですけれども、

現行の「中断」と「停止」という、この言葉を、

あわせて再度整理をし直したということになって

います。中断は「更新」になる。停止は「完成猶

予」に改めるということです。これは、意味合い

が違ってきています。従来の中断事由と、新しい

更新事由とは、少し出入りがあります。停止につ

いても同様です。中断という言葉を更新に変えた

理由というのは、ご承知の通り、今まで中断とい

ったら、そこで一回切れて、改めてゼロからスタ

ートする、要は、振り出しに戻るということだっ

たのですが、振り出しに戻るというニュアンスが、

中断だと必ずしも読み取れないので、更新にした

方がそのニュアンスが強くでるのではないかとい

う趣旨で、この用語に切り替えたという解説があ

ります。

大部分の中断事由というのは、ほぼそのまま更

新になっているのですけれども、裁判上の請求、

今まで、裁判を起こすと、それは時効の中断だと

言われていたのですが、今度は、これが、完成猶

予ということになります。少し考えれば、実は、

今までと変わらないということはおわかり頂ける

と思います。裁判を起こしただけで、時効の時計

の針の進行はストップします。でも、その後、訴

えを取り下げたり、あるいは訴えが不適合で却下

されたりすると、時効中断にはならないのですよ

ね。あくまでも確定判決で、その債権が確定をし

たことによって、時効が中断するということにな

っていましたので、そういう意味から、むしろそ

の実体と言いますか、その理念に相応しい形で今

回の改正では、裁判上の請求、要は、提訴は、そ

の段階では、まだ完成猶予だと、確定判決によっ

て、従来の中断、更新といったものにするのだと
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いまだに自分の登記簿を汚していると。あれを早

く消せという裁判を起こせるのです。昭和 年の

最高裁の論法では、それが認められる。現実に、

その後、仮登記権者の農地法の許可申請協力請求

権は時効により消滅したと認定をした判決が、地

裁レベルですけれども、複数あります。ただ、時

効というのは、ケースによるのですけれども、も

のによっては、著しく正義に反するのですよね。

したがって、昭和 年 月 日の最高裁の判

決の事例ですが、家督相続人が、父親の資産全部

を相続して、その内、自分の母親に、農地を贈与

した。お母さんは、その土地を 数年間耕作して、

その農業収入で、家族を養ったりしていたという

ケースですけれども、これについて、家督相続人

が、仮登記はしてあったのだけれども、消滅時効

で既に消えているという訴えを起こした。これに

関して、昭和 年の最高裁判決から言えば、家督

相続人の主張もありうるのですけれども、結論か

ら言うと、この諸般の事情の元では、消滅時効の

援用を家督相続人が行うのは権利の濫用だと言っ

て、それを認めませんでした。

さらに平成 年の 月 日の判決もありまし

た。これは、買主が、最初の売買契約の時点で代

金を全額払い込んでいた。しかもその後、農地の

管理も買主の方が行っていた。そういった状況の

下で、買主が 年間占有継続しているので、この

土地を時効取得したという認定をした事例があり

ます。ですから、仮登記、債権的請求権、消滅時

効という大原則を打ち立てながらも、個別の事案

では、最高裁はこれではひどいとして修正もして

いるようです。ただ、今でも、この昭和 年の判

例というのは変更されることなく生き残っている

ということです。いずれにしても、仮登記してお

けばもう大丈夫ということにはならないというこ

とです。これが、抵当権の登記だったら、債権が

消滅したら抵当権は消滅するというのは、皆、普

通に理解しているのだと思いますけれども、農地

法の移転の仮登記になると、実は、私がそうだっ

たのですけれども、引っかかったところがありま

すので、もし、身近にそんなものが無いかどうか

ご検討いただいたらよろしいのではないかと、余

計なことですが申し上げました。

次に、 つ目の柱、法定利率の変動制です。

条ということになっています。現行 ％ですけれど

も、新しい法律で ％をスタートとする。要は、

年以内で、政令で定める日に施行されるときには、

％が ％に引き下がるということです。以後、施

行日から 年ごとに、 年間、 ヶ月間の毎月の

銀行の新規貸出短期平均金利を平均した基準割合

の変動に応じて、 ％刻みで変動させるということ

になっています。変動のルールは、割と緩やかな

変動になります。何のことかよくわからないと思

いますけれども、この後に申し上げます。

商事法定利率は、今 ％になっていますけれども、

今回の変動利率導入に伴って、商法のこの条文は、

削除されます。

変動のルールですが、今は、 ％ですけれども、

まず改正法スタートの時に ％に下がります。その

後、 年を 期として各期ごとに、その 年前から

年前までの ヶ月分の日銀が公表している毎月

の銀行の新規短期貸付の平均金利を平均する、そ

れから 期目の 年前から ヶ月分の平均と、

期目の前の ヶ月分の平均を比べて、平均金利の

変動分を、この ％から上げたり下げたりします。

当然のことながら、この変動幅は、金融の世界で

すから端数がでますので、小刻みに変動させてい

ったら計算容易ではないので、この変動幅が ％を

超えたときにその分だけ法定利率を変動させます。

したがって、この変動幅は、常に ％刻みというこ

とになります。ですから、最初が ％で、上がる時

は ％に上がる、下がるときは ％に下がる。その

間に、先程申し上げた、各期の か月平均金利と

いうのは、小刻みにずっと動いているのですけれ

ども、小さい変動は無視して、 ％以上変動したと

きに初めて変動させるというルールです。元々、

今の法定利率の ％もある種の割り切りなので、ど

んな決め方でもあり得るのだろうなという気はい

たしますが、当初は、実は、 ％刻みにしたらど

うかという案もあったようです。恐らく、計算が

面倒だというのと、所詮は決め方だけの問題では

ないかというのがあったのだろうと思いますけれ

ども、一応 ％刻みということになりました。

法定利率は、実はあまり登場する場面は多くは

ありません。まず、一つが約定によらない、契約

によらない債権です。契約による債権では、一般

的に、金利、遅延損害金についても契約を別途す

るのが普通ですので、その場合には、そちらの方

が優先しますので、法定利率の出番がないという
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ことになります。契約によらない債権の場合、例

えば不法行為、交通事故でケガをさせたといった

場合の損害賠償請求の債権には、元々契約は無い

ので、約定金利がありません。この場合に法定利

率で全て計算されることになります。改正案では、

その後、支払いが遅れれば、当初ですと、年 ％ず

つ、金利が嵩んでいくということになります。た

だ、期間の長い債権というのは、どのくらいある

のかわかりませんけれども、改正法案では、利息

が生じた最初の時点の法定利率
．．．．．．．．．．

を適用するという

ことになっております。 期 年毎ですから、期間

中に法定利率が変動していくことがあり得る訳で

す。これも合理的かどうかという議論が色々ある

かも知れませんが、所詮、決めの問題だからとい

うふうに割り切れば、そういうことだと思います。

少なくとも、今の ％よりは良いでしょうという、

そういう理解なのかも知れません。

私が法定利率の変動性という話を聞いたとき、

これ難問だなと思ったのは、中間利息控除です。

これは例えば、交通事故等で、ご家庭の大黒柱が

亡くなって、損害賠償請求をする時に、お父さん

が生きていれば 歳まで働いてこれだけの収入が

あったはずだと、その分を払えという請求をする

訳ですよね。それに、慰謝料等を載せて請求をす

るわけですけれども、そういった時に、将来の得

べかりし利益を、今、現金で払うことになります

から、現在価値に引き直すという作業が必要にな

るのですが、これが従来は ％という法定利率を使

って行われていたのです。正確にいうと、平成

年 月 日の最高裁判所判決が出る前は、下級審

の中には、今の実勢利率というのは、 ％も高くな

いからといって、もっと低い利率を適用して、損

害賠償を認めた判決がいくつもあるのですが、最

終的に、平成 年の最高裁の判決で、法定利率を

使うべきだと、他の利率を使うべきではないとい

うことを言ったのです。したがって、今回の民法

改正は、この最高裁の判決を採用して、法定利率

を適用するということを条文の中に謳い込んでい

ます。

これでどうなるかということなのですけれども、

まず、 ヶ月の毎月の金利の平均値は、割と緩や

かな金利変動になるはずですが、法定利率の変動

を ％刻みとしたことから、例えば、 ％から ％

に引き下がる時などは、将来得べかりし利益の算

定にそれなりに影響が出ると考えられます。さら

に、改正法の施行の時に、 ％から ％に、 ％も動

くわけです。これは、結構大きく影響が出そうな

気がいたします。

年金現価率表という表があります。これは、将

来、毎年、受け取るお金です。それを全部、現在

価値に置き直したら、いくらになるのかを表の形

で計算したものです。 年後に、 という単位のお

金を貰うときに、 ％の利率で現在価値に引き戻す

と、端数はありますが、現在 になるのです。

利率が上がれば上がるほど、現在価値としては下

がっていきます。 ％の利率で 年後の場合、毎

年 単位ずつ貰っていったとして、それを現在価

値に引き直すと、 になります。これが ％だ

ったら 。今のケースでいうと、％、これが ％

に利率が下がると、現在価値に引き直した数字は、

逆に上がっていくのです。ですから、この年数が

長ければ長いほど、それから、金利が低ければ低

いほど、貰う人にとっては、有利になります。交

通事故で、さっき申し上げた、得べかりし利益の

損害賠償請求する時には、 ％が ％に下がること

によって、貰う金額は増えます。これは、かなり

増えます。しかも、申し上げた通り、一旦この利

率と決まったら、途中で金利が変動になっても、

最初の金利で固定されることになりますから、例

えば、お父さんが若くして亡くなったりして、何

十年分かの給料を現在価値に引き直すと、それだ

け差が広がっていきます。被害者保護にもなるか

ら良いではないかとも見えますけれども、これは、

逆に振れることもある訳です。この変動は多分

月 日に行われるのだと思いますけれども、その

前か後とで、交通事故に遭ったときが、いつなの

かによって、現在価値が違ってきます。かつて、

法定利率 ％にかかわらず、もっと低い利率を使っ

ていた判決が、下級審でいくつかあったと申し上

げましたが、それは、法律に中間利息控除で使う

金利に関して何の決めも無かったからなのです。

何の決めもなかったから、下級審は、自分のとこ

ろの判断で、その時の裁判官の判断で判決を出し

ていった訳です。ところが、今度は法律にそれを

書きました。法定利率でやるべきだという、最高

裁の判決を受けて、法律で書いたものですから、

 

いまだに自分の登記簿を汚していると。あれを早

く消せという裁判を起こせるのです。昭和 年の

最高裁の論法では、それが認められる。現実に、

その後、仮登記権者の農地法の許可申請協力請求

権は時効により消滅したと認定をした判決が、地

裁レベルですけれども、複数あります。ただ、時

効というのは、ケースによるのですけれども、も

のによっては、著しく正義に反するのですよね。

したがって、昭和 年 月 日の最高裁の判

決の事例ですが、家督相続人が、父親の資産全部

を相続して、その内、自分の母親に、農地を贈与

した。お母さんは、その土地を 数年間耕作して、

その農業収入で、家族を養ったりしていたという

ケースですけれども、これについて、家督相続人

が、仮登記はしてあったのだけれども、消滅時効

で既に消えているという訴えを起こした。これに

関して、昭和 年の最高裁判決から言えば、家督

相続人の主張もありうるのですけれども、結論か

ら言うと、この諸般の事情の元では、消滅時効の

援用を家督相続人が行うのは権利の濫用だと言っ

て、それを認めませんでした。

さらに平成 年の 月 日の判決もありまし

た。これは、買主が、最初の売買契約の時点で代

金を全額払い込んでいた。しかもその後、農地の

管理も買主の方が行っていた。そういった状況の

下で、買主が 年間占有継続しているので、この

土地を時効取得したという認定をした事例があり

ます。ですから、仮登記、債権的請求権、消滅時

効という大原則を打ち立てながらも、個別の事案

では、最高裁はこれではひどいとして修正もして

いるようです。ただ、今でも、この昭和 年の判

例というのは変更されることなく生き残っている

ということです。いずれにしても、仮登記してお

けばもう大丈夫ということにはならないというこ

とです。これが、抵当権の登記だったら、債権が

消滅したら抵当権は消滅するというのは、皆、普

通に理解しているのだと思いますけれども、農地

法の移転の仮登記になると、実は、私がそうだっ

たのですけれども、引っかかったところがありま

すので、もし、身近にそんなものが無いかどうか

ご検討いただいたらよろしいのではないかと、余

計なことですが申し上げました。

次に、 つ目の柱、法定利率の変動制です。

条ということになっています。現行 ％ですけれど

も、新しい法律で ％をスタートとする。要は、

年以内で、政令で定める日に施行されるときには、

％が ％に引き下がるということです。以後、施

行日から 年ごとに、 年間、 ヶ月間の毎月の

銀行の新規貸出短期平均金利を平均した基準割合

の変動に応じて、 ％刻みで変動させるということ

になっています。変動のルールは、割と緩やかな

変動になります。何のことかよくわからないと思

いますけれども、この後に申し上げます。

商事法定利率は、今 ％になっていますけれども、

今回の変動利率導入に伴って、商法のこの条文は、

削除されます。

変動のルールですが、今は、 ％ですけれども、

まず改正法スタートの時に ％に下がります。その

後、 年を 期として各期ごとに、その 年前から

年前までの ヶ月分の日銀が公表している毎月

の銀行の新規短期貸付の平均金利を平均する、そ

れから 期目の 年前から ヶ月分の平均と、

期目の前の ヶ月分の平均を比べて、平均金利の

変動分を、この ％から上げたり下げたりします。

当然のことながら、この変動幅は、金融の世界で

すから端数がでますので、小刻みに変動させてい

ったら計算容易ではないので、この変動幅が ％を

超えたときにその分だけ法定利率を変動させます。

したがって、この変動幅は、常に ％刻みというこ

とになります。ですから、最初が ％で、上がる時

は ％に上がる、下がるときは ％に下がる。その

間に、先程申し上げた、各期の か月平均金利と

いうのは、小刻みにずっと動いているのですけれ

ども、小さい変動は無視して、 ％以上変動したと

きに初めて変動させるというルールです。元々、

今の法定利率の ％もある種の割り切りなので、ど

んな決め方でもあり得るのだろうなという気はい

たしますが、当初は、実は、 ％刻みにしたらど

うかという案もあったようです。恐らく、計算が

面倒だというのと、所詮は決め方だけの問題では

ないかというのがあったのだろうと思いますけれ

ども、一応 ％刻みということになりました。

法定利率は、実はあまり登場する場面は多くは

ありません。まず、一つが約定によらない、契約

によらない債権です。契約による債権では、一般

的に、金利、遅延損害金についても契約を別途す

るのが普通ですので、その場合には、そちらの方

が優先しますので、法定利率の出番がないという
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もう、裁判官に裁量の余地はなくなります。自動

的に、これでやらなくてはいけないということに

なります。そうすると、大晦日に亡くなった人と、

正月三が日に亡くなった人とで差がついてしまい

ますが、これをどうするのかなという気がしなで

もないのです。多分、想像ですけれども、得べか

りし利益だけではなくて、慰謝料ですとか色々操

作できるので、そこら辺で調整するのかなという

気がしますけれども、気にはなるところではあり

ます。

次が保証です。保証も大きな柱です。この辺は、

不動産、特に賃貸借あたりでは、保証人を使って

おられると思いますので、大きくはないかも知れ

ませんけれども、それなりに影響が出て来るとこ

ろです。

まず、保証債務の付従性というところの規定が

入ります。今の 条という規定があります。読

み上げますと、「保証人の負担が最後の目的又は態

様において、主たる債務より重いときは、主たる

債務の限度に縮減する。」ということになっていま

す。保証人が、主たる債務者よりも重い負担、責

任を負わされることはないということです。ある

意味では当たり前のことなのですけれども、これ

に、新しく次が付け加わります。「主たる債務の目

的又は態様が加重された場合であっても、保証人

の負担は加重されない。」今までは、保証人の負担

が主たる債務者の負担を上回ることはない。主た

る債務者の負担が上回ったら、それに連動して保

証人も、それを保証しているわけですから、上回

るという理解が保証債務の付従性、要は、主たる

債務に連動して、保証債務も動くということだっ

たのですが、今度は、主たる債務が重くなったと

きに、保証人の負担は付き合って上がりませんと

いうことなのです。保証人の保護なのです。保証

人が関知しないところで、主たる債務が上がって

いったりして、その分を保証人が責任を負わされ

るのは気の毒だというルールになっています。

これは、我々の民法勉強会では、大丈夫だろう

と考えているのですけれども、賃料の増額改定が

あった場合に、主たる債務者の債務は重くなって

いるわけですよね。保証人は、その増額部分まで

保証することになるのかという疑問なのですが、

これを見ると、目的又は態様が加重された時は、

となっているので、少なくとも増額が通常の市場

のルール、例えば、固定資産税のアップ分に応じ

て、それに連動して上がっていく、あるいは近隣

の家賃相場、地代相場に応じて変更していくとい

ったものであるならば、元々、保証人は、そうい

ったことを織り込み済みで保証したのではないの

か、したがって、目的又は態様が加重されとは言

えないのではないかというのが、民法勉強会の見

解で、増額分にも保証人の保証が及ぶと考えてい

ます。

我々が言っているだけでは信用ならんとお考え

かも知れませんので、少しだけ根拠を申し上げま

す。平成 年 月 日の最高裁の判決で、建物

賃貸借の保証人の保証契約は、反対の趣旨を伺わ

せる特段の事情のない限り、賃料の増額を含む更

新後の賃借人の債務を保証する趣旨で合意された

ものと解するのが相当、というのがあります。も

っとも、反対の趣旨を伺わせる特段の事情のない

限り、というのがありますから、これがあると引

っかかってきます。通常だと大丈夫だと思います

が、いずれにしても保証契約の中に、この辺のル

ールを明記しておくことが大切だと思います。

それから、今度、個人根保証契約という分野が、

法定されることになりました。根保証契約は、ご

案内の通り、一つの債権だけではなくて、色々入

れ替わったり、あるいは、幅の広い債権を一定の

限度の元で保証するというものですよね。これに

ついて、新しい民法の 条の 他あちこちに散

らばって定められています。根保証契約の保証人

が個人である場合極度額を限度とする、個人根保

証契約は、極度額を定めなければ無効ということ

になります。建物賃貸借の個人保証人は、借家人、

入居者について、通常身元保証を含めて保証人を

立ててくださいとなっていますね。この保証人は

家賃、利息、それから損害賠償、もし、火事を出

したとか、そういったものを含めて、広範囲な保

証を行う、そういった保証人、そうすると、これ

は根保証ですので、極度額が無ければ駄目という

ことになります。今までは、極度額の定めは要求

されていませんでした。今度は、極度額が無いと

個人の根保証契約は効力を持たないということに

なります。法人が保証人になっている場合だった

ら良いのですけれども、個人が保証人になってい

る場合、親御さんだとかご親戚とか、身元引受人
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だとか、そういった方々が保証人になっている場

合、極度額が必要です。極度額は、法務省の見解

では、確定的に決まっていなければいけない、要

は極度額というのは、確定的な最高限度ですので、

さっき申し上げたように、賃料の増額改定があっ

た場合でも、極度額も連動して上がるわけではな

いということのようです。最初に決めた極度額の

範囲でしか、保証人に対して請求していくことは

できないということにです。民法勉強会で、話題

になったのは、極度額をどうやって決めるのかと

いうことです。家賃の何ヶ月分というのは最初に

思い付くのですけれども、さっき申し上げたよう

に、火事を出したとか、色々なことを想定すると

と、実はもの凄い金額になる可能性があるわけで

す。判例の中には、自殺をして、それによってし

ばらく入居者が見つからず、その部分も家賃分ま

で損害を認めた判例もありますので、そういった

ことを考えると、極度額って、どう決めるのかな

という話なのです。今までは、何も限定なく保証

人の判を押してもらっていましたが、今度は、例

えば、 万円、 万円、 万円といった極度

額をかきますので、保証人候補者として判を押す

人は、こんなに責任を持たなければいけないのか

と逆に尻込みする可能性があると思われます。私

は、それが一番気になったのですが、どういうふ

うなトークで、保証人になって貰うのかなと。だ

とすると、一人一人の家主さんだとか地主さんが

考えるよりも、市場全体で、ある種一つのルール

みたいなものがあった方が、むしろ判を貰いやす

いかなという気がしているところですが、これか

ら先、具体的に考えなければいけないということ

になります。

それから、個人貸金等根保証。保証のところは、

条文をご覧になるときに、お気を付け頂きたいの

ですが、根保証契約の前に「貸金等」となってい

ます。貸金等と書いてあるのは、手形債務も含め

て借金しているということですね。そういったも

のが含まれている根保証契約です。通常のアパー

トの入居者の保証人は、入居者から借金している

わけではないですから、これには含まれませんけ

れども、例えば、ご商売で銀行からお金を借りる

と、その時にどなたかに保証人になって頂く。そ

うすると、お金を借りていますから、貸金等とい

うことになります。こうなると、極度額が必要に

なりますが、あまり長期間、極度額で責任を負わ

せるのは適当でないということで、法律上、元本

確定期日の定めを設けなければいけないというこ

とになります。最長 年以内ということになって

おります。元本確定期日定めが無い場合には 年

にといった規定があります。これは不動産市場全

体に影響するのもではありませんが、こういう規

定があるということを知っておいていただきたい

ということです。

それから、これは新聞記事にもなりましたが、

保証人になるにあたって、事業用貸金等債務の保

証の特則についてです。これも貸金です。お金を

借りる場合の保証人です。しかも、そのお金とい

うのは、事業用です。事業用貸金等債務の保証人

になる場合には、新たに公正証書による意思確認

が必要ということになります。公正証書を作成す

るため、公証人役場に行ってどうこうするという

ところまで民法の中に書いてあるので、条文は結

構ボリュームがあります。契約前 ヶ月以内に作

成された公正証書による保証意思の確認が効力要

件で、これがなかったら、保証契約として成立し

ない。うっかりと、この手続きを忘れて、保証人

になって貰ったからいいやと思って、いよいよ債

務不履行になったから、保証人に払って貰おうと

思ったら、無効と言われる可能性があるのです。

ただ、これにも適用除外があって、これも報道さ

れていたと思いますが、主たる債務者の役員、過

半数の議決権を有する株主、共同経営者、事業従

事配偶者、奥さんと一緒に仕事をやっているとい

った場合に、要は名義上は主たる債務者ではない

けれども、主たる債務者と同等と見なせる人が保

証人となる場合には、この手続きは要らないとい

うことになっています。これも、頼まれて迂闊に

判を押して、それで後で酷い目に合うというとい

った被害を防止しようということです。

それから、事業用債務の保証の特則（契約締結

時の情報提供義務）。今度は「貸金」が取れていま

す。主たる債務者が、事業用債務に係る保証契約

又は根保証契約の保証を委託するとき、要は、債

務者が、自分の事業用債務の保証を誰かに頼むと

きには、自分の財産及び収支の状況、他に債務が

あるかないか、それから、担保として他に提供し

ているものがあるかないかといったことを保証人
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正月三が日に亡くなった人とで差がついてしまい

ますが、これをどうするのかなという気がしなで

もないのです。多分、想像ですけれども、得べか

りし利益だけではなくて、慰謝料ですとか色々操

作できるので、そこら辺で調整するのかなという

気がしますけれども、気にはなるところではあり

ます。

次が保証です。保証も大きな柱です。この辺は、

不動産、特に賃貸借あたりでは、保証人を使って

おられると思いますので、大きくはないかも知れ

ませんけれども、それなりに影響が出て来るとこ

ろです。

まず、保証債務の付従性というところの規定が

入ります。今の 条という規定があります。読

み上げますと、「保証人の負担が最後の目的又は態
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限り、というのがありますから、これがあると引

っかかってきます。通常だと大丈夫だと思います

が、いずれにしても保証契約の中に、この辺のル

ールを明記しておくことが大切だと思います。

それから、今度、個人根保証契約という分野が、

法定されることになりました。根保証契約は、ご

案内の通り、一つの債権だけではなくて、色々入

れ替わったり、あるいは、幅の広い債権を一定の

限度の元で保証するというものですよね。これに

ついて、新しい民法の 条の 他あちこちに散

らばって定められています。根保証契約の保証人

が個人である場合極度額を限度とする、個人根保

証契約は、極度額を定めなければ無効ということ

になります。建物賃貸借の個人保証人は、借家人、

入居者について、通常身元保証を含めて保証人を
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家賃、利息、それから損害賠償、もし、火事を出

したとか、そういったものを含めて、広範囲な保

証を行う、そういった保証人、そうすると、これ

は根保証ですので、極度額が無ければ駄目という

ことになります。今までは、極度額の定めは要求

されていませんでした。今度は、極度額が無いと

個人の根保証契約は効力を持たないということに

なります。法人が保証人になっている場合だった

ら良いのですけれども、個人が保証人になってい

る場合、親御さんだとかご親戚とか、身元引受人
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に伝えなければいけないということになります。

実は、中間試案の早い段階では、これを債権者の

義務にしていたのですね。それで、経済界も含め、

一斉にパブコメで、そもそもそれを債権者にやら

せるのは無理ではないか、債権者が債務者の資産

状況等を必ずしも承知しているわけではないし、

債務者の財産状況、資産状況、経営状況みたいな

ものを債権者が保証人に伝えたら、他人の個人情

報を伝えることになりかねないということを主張

しました。さらに、私が気になったのは、例えば、

債権者が保証人になって下さいと頼みに行けば、

保証人候補者から債務者というのは本当にこれを

返せるのかと聞かれます。払えると思うと説明し

たにもかかわらず、後々仮に払えなくなったとき

には、あの時に債務者は払えると言っただろう、

とこういう話になりますよね。逆に、債務者は払

えないと言ったら、債務者が払えないものの保証

人にはなれないよという話になってしまい、どう

いうトークで、保証人となるべき候補者に、債権

者は接触すれば良いのか、まるでイメージが浮か

ばないと私は思っていました。結果として、最終

的に債権者の義務ではなくて、主たる債務者が、

誰かに保証人になって下さいと委任するときに、

債務者が自分の資産状況等を保証人に説明しなけ

ればいけないというこういうことになりました。

ただ、債務者が、保証人の候補者に、良いことだ

け言って嘘をつくような場合には、どうなのだろ

うと考えいくと、どうも、主たる債務者の虚偽情

報の提供、間違ったことを保証人に言うときには、

保証人は、保証契約の取り消しができる。保証契

約の取り消しができて、一番困るのは、債権者な

のですね。だから、債権者は債務者が保証人にち

ゃんと説明したかどうかを確かめなければいけな

いのではないかと。どう確かめて、どうやるのか

というのは、不動産固有の問題ではないので、こ

れから色々な議論が解説書なんかに書かれてくる

だろうと思います。あまり過重な義務を課して、

制度を動かなくするようなことにはならないと思

いますが、気にはなるところではあります。

それから、主たる債務の履行状況に関する情報

提供義務等。主たる債務者に委託を受けて保証し

た保証人から請求があったときには、債権者は遅

滞なく主たる債務について、不履行の有無、残額

等の履行状況に関する情報を提供しなければなら

ない。要は、主たる債務者がちゃんと払っている

かどうかということを返事しなければいけない。

これは、請求があったときに返事をすれば良いこ

とになっています。これは、個人保証ではなくて、

保証人が、法人である場合でも適用されることに

なります。聞かれたことに答えるだけですから、

払っているか払っていないか、保証人に対しては、

そのくらいのサービスはしなさいよということだ

と思います。

個人保証人の場合、主たる債務者が期限の利益

を喪失したとき、 ヶ月以内に、債権者は保証人に

通知をしないと、通知が遅れた分だけ、その間の

遅延損害金は請求できないということになってい

ます。

保証の改正によって。これだけ色々な改正され

ると、全般的に個人保証から法人保証に動いてい

くのではないかという気がします。今でも、その

傾向はあると思いますけれども。新たに、極度額

が必要となる部分については、あまり極度額を高

くすると保証人になり手がないし、低いと十分な

保証が得られないということで、これは、これか

ら先検討しなければいけない課題の一つです。

それから、建物賃貸借の保証のうち金銭補償の

部分は、保険又は法人保証、もう一つ加えると敷

金、そういったものによって、不履行に備えると

いう方が増えていくのではないかなと。身元保証

のところは、例えば、本人が、行方不明になった

ときに、誰に、連絡取れば良いかとか、病気にな

ったらどうするかみたいなところは、個人保証で、

従来通りで宜しいのですけれども、基本的には、

そういった流れになるのかなという気がしていま

す。

定型約款。約款は最後まで揉めたと申し上げま

した。我々も、何が約款になるのかというところ

が良くわからないので、ここだけは、はっきりし

て欲しいということを考えていました。結果的に、

今の改正案では次の定義が出ています。定型取引

というものを、まず定義します。ある特定の者が

不特定多数の者を相手方として行う取引であって、

その内容の全部又は一部が画一的であることがそ

の双方にとって合理的なもの。これが定型取引と

いうことです。その定型取引において、契約の内

容とすることを目的としてその特定の者により準
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備された条項の総体をいう。これが色々な議論を、

ずいぶんもってまわって、最後まで揉めて、法制

審で整理をされた定義でした。ポイントになるの

は、「画一的であることが双方にとって
．．．．．．

合理的なも

の」という件ではないかなと私は思っています。

どちらにとっても合理的、例えば、片一方当事者

が契約書を用意して、誰が相手でもこれに判を押

して貰うと同じ契約書で済むから手間が省けて便

利だよというのは、相手方にとっては決して画一

的であることが合理的とは言えない。したがって

こういったものは、この定型約款には当たらない

ということになります。いわゆる雛形契約ですと

か、モデル契約といったものは、画一的であるこ

とが双方にとって合理的とは言えないので、定型

約款には当たらないと言われています。宅建業法

でも、これは、 年前に私が不動産業課時代に関

与していたのですけれども、標準媒介契約約款っ

てありますね。あれは、約款という名前を使って

いますけれども、この定型約款には当たりません。

要件のいくつかが欠けます。したがって、定型約

款には当たらないと考えています。お約束はでき

ませんけど、少なくとも、今までの色々なやり取

りの中では、そういう整理になっています。

それから、定型約款の効果ですが、みなし合意

です。約款の一条一条について合意をしなくても、

定型約款を契約内容とする合意をしたとき、ある

いは、定型約款を準備した側が予め定型約款を契

約内容とする旨を相手方に表示していたときには、

個別情報についても合意をしたものとみなすとい

うのが 条の です。

また、定型取引の態様、実情、取引上の社会通

念に照らして信義則に反して一方的に相手方の利

益を害する条項については合意をしなかったもの

とみなす。ということになっています。つまり、

約款一条一条を読むことを期待していない制度な

のです。一条一条を読むことを期待していない、

ですから、中に不合理な条項があっても、それに

よって、約款を準備した側ではない方が不利益を

受けることがないようにと、こういった規定が置

かれています。

今度は、約款を変更する際の効果です。約款を

用意した側からすると、個別に相手方と合意をし

なくても契約変更ができる、ということになって

おります。今までですと、相手方全員に、例えば、

書類を送って、判を押して貰ったり、メールで合

意をして貰ったりしながら、一応全員の合意を取

り付けるというような作業をやっていたのですけ

れども、今度は、これらの要件を満たせば、個別

の同意は必要ないということになります。変更が、

相手方の一般の利益に適合する、つまり、その人

固有の利害みたいなものは別として、一般的には、

取引の相手方、大部分の人の利益に合致している

ような変更があったら、これは良いでしょうとい

うことですね。変更が、契約目的に反せず、変更

の必要性とか色々なものを考えて合理的である、

曖昧かも知れませんけれども、これしか書きよう

がなかったということだと思いますけれども、そ

ういったものであれば、個別に同意を取らなくて

も、定款の変更をすることができますということ

になります。

定型約款を変更するときは、インターネット等

の適切な方法により周知しなければならないとい

うことが書いてあります。ある意味では、当たり

前のことですし、従来からやられていることだと

思います。

定型約款までが、今回の法律の理由のところに

書かれた柱の四つでした。

このほか、不動産に関連して気になることがい

くつかありますので、申し上げます。

一つが、瑕疵担保責任です。契約不適合責任と

いう言葉を使うのは、別に法律に決まっている訳

ではないので引き続き瑕疵担保責任と言っても良

いのですけれども、一応、改正法案の条文からい

くつか言葉を引っ張り出して繋ぐと「契約不適合

責任」ということになります。現行の瑕疵担保責

任を、債務不履行責任の一環として構成し直した

ということです。従来は、瑕疵と言うと「隠れた

瑕疵」ということだったのですが、この言葉が変

わります。「目的物の種類、品質又は数量が契約の

内容に適合しないもの」という言葉に置き換わる

改正案になっています。中間試案では、「契約の趣

旨に適合しない」という言い方になっていたので

すが、紆余曲折あって、最終的には「内容に適合

しない」ということになりました。ですから、私

は古い時代に民法の記憶があるので、瑕疵と言わ

れると、まずそのものが通常有すべき品質といっ

 

に伝えなければいけないということになります。

実は、中間試案の早い段階では、これを債権者の

義務にしていたのですね。それで、経済界も含め、

一斉にパブコメで、そもそもそれを債権者にやら

せるのは無理ではないか、債権者が債務者の資産

状況等を必ずしも承知しているわけではないし、

債務者の財産状況、資産状況、経営状況みたいな

ものを債権者が保証人に伝えたら、他人の個人情

報を伝えることになりかねないということを主張

しました。さらに、私が気になったのは、例えば、

債権者が保証人になって下さいと頼みに行けば、

保証人候補者から債務者というのは本当にこれを

返せるのかと聞かれます。払えると思うと説明し

たにもかかわらず、後々仮に払えなくなったとき

には、あの時に債務者は払えると言っただろう、

とこういう話になりますよね。逆に、債務者は払

えないと言ったら、債務者が払えないものの保証

人にはなれないよという話になってしまい、どう

いうトークで、保証人となるべき候補者に、債権

者は接触すれば良いのか、まるでイメージが浮か

ばないと私は思っていました。結果として、最終

的に債権者の義務ではなくて、主たる債務者が、

誰かに保証人になって下さいと委任するときに、

債務者が自分の資産状況等を保証人に説明しなけ

ればいけないというこういうことになりました。

ただ、債務者が、保証人の候補者に、良いことだ

け言って嘘をつくような場合には、どうなのだろ

うと考えいくと、どうも、主たる債務者の虚偽情

報の提供、間違ったことを保証人に言うときには、

保証人は、保証契約の取り消しができる。保証契

約の取り消しができて、一番困るのは、債権者な

のですね。だから、債権者は債務者が保証人にち

ゃんと説明したかどうかを確かめなければいけな

いのではないかと。どう確かめて、どうやるのか

というのは、不動産固有の問題ではないので、こ

れから色々な議論が解説書なんかに書かれてくる

だろうと思います。あまり過重な義務を課して、

制度を動かなくするようなことにはならないと思

いますが、気にはなるところではあります。

それから、主たる債務の履行状況に関する情報

提供義務等。主たる債務者に委託を受けて保証し

た保証人から請求があったときには、債権者は遅

滞なく主たる債務について、不履行の有無、残額

等の履行状況に関する情報を提供しなければなら

ない。要は、主たる債務者がちゃんと払っている

かどうかということを返事しなければいけない。

これは、請求があったときに返事をすれば良いこ

とになっています。これは、個人保証ではなくて、

保証人が、法人である場合でも適用されることに

なります。聞かれたことに答えるだけですから、

払っているか払っていないか、保証人に対しては、

そのくらいのサービスはしなさいよということだ

と思います。

個人保証人の場合、主たる債務者が期限の利益

を喪失したとき、 ヶ月以内に、債権者は保証人に

通知をしないと、通知が遅れた分だけ、その間の

遅延損害金は請求できないということになってい

ます。

保証の改正によって。これだけ色々な改正され

ると、全般的に個人保証から法人保証に動いてい

くのではないかという気がします。今でも、その

傾向はあると思いますけれども。新たに、極度額

が必要となる部分については、あまり極度額を高

くすると保証人になり手がないし、低いと十分な

保証が得られないということで、これは、これか

ら先検討しなければいけない課題の一つです。

それから、建物賃貸借の保証のうち金銭補償の

部分は、保険又は法人保証、もう一つ加えると敷

金、そういったものによって、不履行に備えると

いう方が増えていくのではないかなと。身元保証

のところは、例えば、本人が、行方不明になった

ときに、誰に、連絡取れば良いかとか、病気にな

ったらどうするかみたいなところは、個人保証で、

従来通りで宜しいのですけれども、基本的には、

そういった流れになるのかなという気がしていま

す。

定型約款。約款は最後まで揉めたと申し上げま

した。我々も、何が約款になるのかというところ

が良くわからないので、ここだけは、はっきりし

て欲しいということを考えていました。結果的に、

今の改正案では次の定義が出ています。定型取引

というものを、まず定義します。ある特定の者が

不特定多数の者を相手方として行う取引であって、

その内容の全部又は一部が画一的であることがそ

の双方にとって合理的なもの。これが定型取引と

いうことです。その定型取引において、契約の内

容とすることを目的としてその特定の者により準
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たものを、議論するという感じです。例えば、裁

判なんかで、これは瑕疵があるかないかと議論す

る時に、入り口というのは、住宅だったら、通常

住宅として有すべき品質を欠いているか否かとか、

そういう言い方で争っていたのだろうと思います

が、今度は、契約の内容に適合しているかしない

かといった表現になってくるのですから、この契

約の内容って一体何だろうと議論の入り口が変わ

ってきます。この契約で、買主、あるいは売主が、

合意をした品質って何だったのだろうというのが

入口になります。民法の先生方のお話では、今ま

でとあまり変わってない、ほとんど変わらない、

同じだとおっしゃる方も割と多いのですが、少な

くとも、最終的に行き着く先は、同じかも知れま

せんが、何となく、訴訟用語で、要件事実、すな

わち何を立証すれば、この裁判に勝てるのかとい

うことで言えば、従来の要件事実と、少しずれて

こないのかなという気がします。ただ、まだ裁判

をやった人は、当たり前ですけど、誰もいません

ので、やってみないとわからないというところが

あります。ただ、入り口は、こういうふうに条文

が書いてあるのだったら、当事者が合意をしたの

はこういう品質のものであるというところから、

まず入っていくのでしょうね。何でそういう合意

をしたと認定するのかといったら、それは通常こ

んなものが世の中の品質の相場でしょう、したが

って、それと違う合意をするなんてことは、通常、

特別の合意が、別途ない限りは、あり得ないです

よねといった主張をするということなのでしょう

ね。その意味では、事案によっては、答えは、あ

まり変わらないかも知れませんが、何となく、私

は少し気にしているところです。これが、契約不

適合責任という言葉を使っている大きな理由です。

契約の内容に適合しないものを売った売主さんは、

債務不履行ですから、債務不履行責任を負うとい

うことになります。

それから、従来の条文ですと、 年以内に請求し

なければならないという規定があります。 年以内

に請求
．．

というのは、これは、判例が有りまして、

年以内に、相手方に、こういう不具合があったと

いうこと、それについて損害賠償、あるいは解除

を請求するつもりだという意図を相手方に伝える

ことが必要だと。具体的に、いくら払えというと

ころまで言う必要はないけれども、少なくとも、

相手方が、応戦する、あるいは善後策を検討する

準備ができるような程度の請求が必要だと、従来、

解釈されています。今度の改正法では、事実を知

った時から 年以内に通知
．．

ということになってお

り、請求ではなくて通知をしなければならない。

通知というのは、実体はあまり変わらないと思い

ます。こういう不具合があったということと、ち

ゃんと直してねというようなことを伝えれば良い

ということですね。この通知をしないと、その後、

契約不適合責任を追求する権利が、失われること

になります。知った時から 年ですから、そんな

に通知の負担は重くはないです。売買の時から

年だと気の毒ですが。その後、債務不履行責任の

時効は、原則に戻って 年です。時効の起算点は、

知った時からです。そういうところを間違いのな

いようにということです。

従来の契約不適合責任は、損害賠償と契約解除

しか書いてなかったのですけれども、実際には、

例えば、不動産なんかで、契約解除といったとこ

ろに走る場合に、まず、直してねというようなこ

と、あるいは値段を下げてよというようなことが

あるだろうと思います。新しく、お金を一部返し

てよといったことを条文の中に取り込んだという

ところです。従来から実際上は行われていたので

はないかなという気がしますけれども、そういっ

た改正です。

この担保責任の改正によって、何が起きるかと

いうことですけれども、申し上げた通り、契約の

内容というのが、クローズアップをされてきたの

で、如何に変わらないといっても、裁判の現場に

なれば、それに引っ張られるだろうなという気は

いたします。

それから、こうなってくると、契約の内容に適

合しているか、していないかというのがポイント

になってくる。とするならば、契約時に、如何に

ここのところを、しっかりと合意しておくかとい

うことが大事になってきます。従来でも、色々な

書類を通じておやり頂いていると思いますけれど

も、多分これから先、さらにその傾向が強まって

いくのではないかなという気がいたします。告知

書ですとか、物件状況報告書ですとか、そういっ

たものが、従来以上重要になってくる。これは、

売主の担保責任ですから、基本的には売主さんの
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責任です。媒介物件だったら、宅建業者さんも関

係ないというわけにはいかないでしょうから、目

配りをしておく必要があるというだと思います。

賃貸借については、あちこち改正がありまして、

先程、保証のところで申し上げた中にも、実は、

賃貸借に関係する部分が、結構あります。

まず、敷金という規定が新しく出来ました。新

たに第 款というのが出来まして、見出しが敷金

となっております。中身は、第 条の の条文

が一つしかないのですけれども、敷金という款が

出来ました。敷金は、目新しいものではありませ

んが、賃借人の債務の担保としての授受が、取引

慣行化しているのでそのまま法定化した。立法者

の意図としては、そういうつもりです。賃貸人の

敷金精算・返還義務というのが謳われています。

賃貸借が終了したとき、それから、賃借人の権利

が譲渡されたときには、賃貸人は、敷金を精算し

て返還しなければいけないということになってい

ます。実際上は、賃借人が交代するときには、敷

金返還請求権を新しい賃借人に引き継ぐというこ

とも行われているようですので、そういう取り扱

いをするのだったら、そういう合意をしたという

契約書を作っておくということが必要になろうか

と思います。

敷引き特約というのが従来からありますが、こ

れは、今度の敷金の規定ができたからといって、

否定されるものではありません。それは、ちゃん

と合意をしておけば、従来通り使っていくことが

出来ます。敷引き特約の有効性を認めた平成 年

月 日の最高裁の判決でも、敷引き特約を無条

件で有効だといっているわけではない。いくつか

条件が課されています。契約に明確な条項がある。

明確に当事者がその条項を認識して契約を結んだ、

敷引きしている金額も高すぎるとは言えない、と

いうような条件を付けて、 だということにして

います。いずれにしても、契約書に、はっきりと

書き込んで、その契約書をはっきり相手方と合意

をしておくということが必要になるというのは、

間違いないことであります。

賃貸物の修繕については、従来は、賃貸人の修

繕義務が書いてあった。賃貸人は、必要な修繕義

務を負うということが書いてありました。今度は、

賃借人が修繕できるという規定が入ってきます。

賃借人が、修繕が必要になったということを賃貸

人に通知をしたが、いつまで経っても修繕してく

れない時には、賃借人が自分で修繕することが出

来るということになりました。それから、急迫な

事情、大家さんの手を待っている暇もないような、

そういった事情がある時には、賃借人が修繕出来

ます。勉強会では、大家さんの持ち物に、勝手に

賃借人が手を入れるというのは都合が悪いという

話が出まして、正にその通りなのですが、したが

って、それを防ぐ為には、必要に応じて通知を受

けたら手早く手直しをしていけば良い訳です。い

ずれにしても、修繕のルールを契約の中にはっき

り謳い込んでいくということが必要になります。

それから、賃借物の一部滅失というのがありま

す。これは、賃借物が、一部滅失した、要は使え

なくなったということです。物理的に壊れなくて

も事実上使えなくなったというケースもあると思

います。そういった場合には、使えなくなった部

分についての割合に応じて、賃料は減額されると

いうことになります。請求を待たず当然にと書い

ておきましたけれども、これは、当然に減額され

るということになっていますので、請求がないか

らといって、従来通りという訳にはいかないです

ね。ただ、当たり前ですが、減額したといって、

いくら減額したのかというところで争いになれば、

裁判で決着をつけるというところまで行くのかも

知れません。

全部滅失の場合には、賃貸借は終了する。これ

は当たり前です。

それから、賃貸借の成立と存続期間。従来は、

賃貸借は、最長 年までということになっていま

したけれども、今度の改正で 年まで認められる

ことになりました。実際上、長い賃貸借の必要性

もあるということで、 年まで。一時、青天井が

良いのではないかという議論もあったのですけれ

ども、今まで 年だったのが、一気に青天井にな

ると、何となく気味が悪いというマインドが働い

たようでして、最長 年までということになりま

した。更新も出来ると、更新も 年までというこ

とです。

それから、賃貸借終了後の収去義務・原状回復

 

たものを、議論するという感じです。例えば、裁

判なんかで、これは瑕疵があるかないかと議論す

る時に、入り口というのは、住宅だったら、通常

住宅として有すべき品質を欠いているか否かとか、

そういう言い方で争っていたのだろうと思います

が、今度は、契約の内容に適合しているかしない

かといった表現になってくるのですから、この契

約の内容って一体何だろうと議論の入り口が変わ

ってきます。この契約で、買主、あるいは売主が、

合意をした品質って何だったのだろうというのが

入口になります。民法の先生方のお話では、今ま

でとあまり変わってない、ほとんど変わらない、

同じだとおっしゃる方も割と多いのですが、少な

くとも、最終的に行き着く先は、同じかも知れま

せんが、何となく、訴訟用語で、要件事実、すな

わち何を立証すれば、この裁判に勝てるのかとい

うことで言えば、従来の要件事実と、少しずれて

こないのかなという気がします。ただ、まだ裁判

をやった人は、当たり前ですけど、誰もいません

ので、やってみないとわからないというところが

あります。ただ、入り口は、こういうふうに条文

が書いてあるのだったら、当事者が合意をしたの

はこういう品質のものであるというところから、

まず入っていくのでしょうね。何でそういう合意

をしたと認定するのかといったら、それは通常こ

んなものが世の中の品質の相場でしょう、したが

って、それと違う合意をするなんてことは、通常、

特別の合意が、別途ない限りは、あり得ないです

よねといった主張をするということなのでしょう

ね。その意味では、事案によっては、答えは、あ

まり変わらないかも知れませんが、何となく、私

は少し気にしているところです。これが、契約不

適合責任という言葉を使っている大きな理由です。

契約の内容に適合しないものを売った売主さんは、

債務不履行ですから、債務不履行責任を負うとい

うことになります。

それから、従来の条文ですと、 年以内に請求し

なければならないという規定があります。 年以内

に請求
．．

というのは、これは、判例が有りまして、

年以内に、相手方に、こういう不具合があったと

いうこと、それについて損害賠償、あるいは解除

を請求するつもりだという意図を相手方に伝える

ことが必要だと。具体的に、いくら払えというと

ころまで言う必要はないけれども、少なくとも、

相手方が、応戦する、あるいは善後策を検討する

準備ができるような程度の請求が必要だと、従来、

解釈されています。今度の改正法では、事実を知

った時から 年以内に通知
．．

ということになってお

り、請求ではなくて通知をしなければならない。

通知というのは、実体はあまり変わらないと思い

ます。こういう不具合があったということと、ち

ゃんと直してねというようなことを伝えれば良い

ということですね。この通知をしないと、その後、

契約不適合責任を追求する権利が、失われること

になります。知った時から 年ですから、そんな

に通知の負担は重くはないです。売買の時から

年だと気の毒ですが。その後、債務不履行責任の

時効は、原則に戻って 年です。時効の起算点は、

知った時からです。そういうところを間違いのな

いようにということです。

従来の契約不適合責任は、損害賠償と契約解除

しか書いてなかったのですけれども、実際には、

例えば、不動産なんかで、契約解除といったとこ

ろに走る場合に、まず、直してねというようなこ

と、あるいは値段を下げてよというようなことが

あるだろうと思います。新しく、お金を一部返し

てよといったことを条文の中に取り込んだという

ところです。従来から実際上は行われていたので

はないかなという気がしますけれども、そういっ

た改正です。

この担保責任の改正によって、何が起きるかと

いうことですけれども、申し上げた通り、契約の

内容というのが、クローズアップをされてきたの

で、如何に変わらないといっても、裁判の現場に

なれば、それに引っ張られるだろうなという気は

いたします。

それから、こうなってくると、契約の内容に適

合しているか、していないかというのがポイント

になってくる。とするならば、契約時に、如何に

ここのところを、しっかりと合意しておくかとい

うことが大事になってきます。従来でも、色々な

書類を通じておやり頂いていると思いますけれど

も、多分これから先、さらにその傾向が強まって

いくのではないかなという気がいたします。告知

書ですとか、物件状況報告書ですとか、そういっ

たものが、従来以上重要になってくる。これは、

売主の担保責任ですから、基本的には売主さんの
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義務です。賃借人は、賃借物に付属させたものを

収去する義務を負うと。要は、全部持って出なさ

いということです。賃借人は、賃貸借が終了した

ときは、賃借物に生じた損傷を原状に回復する義

務を負うということですが、この中でポイントは、

通常の使用収益による損傷及び経年変化を除くと

いうことで、いわゆる自然損耗の類は、賃借人は、

修繕義務をこの規定では負わないということにな

っています。もし仮に修繕義務を負わせるという

のだったら、別途、契約書にはっきり書いて、そ

の合意をしておくことが必要だということになり

ますが、これも例の消費者契約法第 条の規定が、

効いてくる可能性があるので、何となくリスクが

大きいなという話は出ていました。

不動産の賃貸人たる地位の移転。これは、不動

産の持ち主が変わったときには、賃貸人たる地位

は、基本的に買主に移動するということを言って

いる。

昭和 年の最高裁判所の判決を法定したという

部分です。法制審の中の議論で、買主が、新しい

大家さんが、あまり経済的に豊かでなかったら前

の大家さんに連帯責任を負わせたらどうかという

議論が一時期あったのですけれども、いくら何で

も、前の大家さんは売ったときに全部精算が出来

ていると思っているということで、それは無くな

りました。したがって、自分が売ったにも関わら

ず相変わらず、資金返済債務の返済責任を負わさ

れるということは無いという結論になりました。

賃貸借についてはこれ以外にも色々な改正があ

りますけれども、とにかく契約書はこれまで以上

に重要です。特に、こういった法律が変わるとき

には、うかつに昔の契約書をそのまま何も考えず

に使っていると、リスクが拡大するという気がし

ますので、特にご注意頂いて、契約書の各条項の

内容や不足部分がないか再確認をして頂きたいと

いうことです。

錯誤のお話しをさせて頂きます。従来、民法第

条では、錯誤による意思表示は無効でした。と

ころが、今度の改正法では、無効ではなくて、「取

り消すことが出来る」になりました。最初から無

効ではなくて、取り消すことが出来るということ

は、取り消し権は時効にかかります。 年の時効に

なりますが、 年間取り消しせずにおくと有効とい

うことになるということです。

錯誤のうち、ア、イと書いてありますが、アが

一般的な錯誤です。要は、言い間違い、あるいは

書き間違い。こういったものが、アの錯誤です。

もう一つ、イがいわゆる動機の錯誤ということで、

意思表示の前提となった、基礎となった認識が、

間違っていたといった場合です。これについて、

民法の改正法では、動機の錯誤は、その事情が法

律行為の基礎とされていたことが表示されていた

ときに限り取り消しが出来るということになりま

す。ですから、表示されていなければ、取り消し

できない、ということになるのですが、ここでい

う、表示というのは黙示の表示を含むと解説され

ていますので、したがって、契約書に書いて無く

ても表示されていたと認定されることがあり得る

ということになります。ただ、条文上は、表示さ

れていたものという書き方になっています。

それから錯誤が表意者の、要は、意思表示をし

た人の、重大な過失による場合には、取り消しで

きないというのが今の民法の規定ですが、これに

さらに例外が作られました。アとイです。相手方

が表意者に錯誤があること知っていたとき、又は、

重大な過失により知らなかったとき、ということ

になっています。それから、イは、相手方が表意

者と同一の錯誤に陥っていたときということにな

っています。このアとイの例外は、今回新しく設

けられたものですけれども、意思表示の相手方が

表意者に錯誤があることを知っていた場合、その

知っていた人を保護する必要は全く無いですよね。

ですから、アの前段に関しては、私は ％賛成で

す。ただ、「又は」以下のところが、少し気にはな

っているのですね。重大な過失により知らなかっ

たとき、つまり、相手方が勘違いしているかどう

かということを知らなかったときですが、過失と

いう言葉を使うということは、それに前提として、

なにがしかの注意義務があるということですね。

契約するとき相手方が勘違いしていないかどうか

ということに関して注意を払う義務があるとなる

と、その注意義務ってどの程度の注意義務なのだ

ろう。重大な過失と書いてありますので、そんな

に厳しい注意義務を負わせるわけではないだろう

と思いますが。おそらく重大な過失により知らな

かったというよりも、本来、知ることが出来るに
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も関わらず、それに関して注意を払わなかったと、

そのくらいの意味では無いかなという気がいたし

ますけれども、条文上は、重大な過失により知ら

なかったときという表現になっています。

施行期日は、先程申し上げた通り 年を超えな

い範囲内で政令で定める日ですが、全てではなく

て、いくつかの条文に関しては、施行日前に、施

行される条文があります。

もう一つ、これは、お話ししておいた方が良い

と思いますが、実は、消費者契約法が、今改正作

業で動いています。今日も、この後 時から確か

専門調査会が開かれることになっていますけれど

も、月に 回ぐらいのピッチで、かなり、精力的

に動いています。これは、消費者契約法の改正を

目指しているというもので、この夏には取りまと

めをするということですから、多分、来年の通常

国会には、消費者契約法の改正が出て来るのでは

ないかなという気がいたします。去年の 月に、

消費者委員会は内閣の所管になっていますので、

総理大臣が諮問するということになるのですが、

安部総理大臣の諮問がありました。消費者契約法、

施行以来、苦情相談ですとか判例だとか、そうい

ったものの情報が蓄積している。さらに、世の中

は、情報化、高齢化といった、経済・社会状況の

変化も生じている。それらを踏まえて、契約締結

過程、契約条項も内容に関する規律等のあり方に

ついて検討されたいという諮問が出ています。法

律改正を目指しているものです。これを受けて、

鋭意進んでいるということです。どちらかという

と、これもスケジュール優先で議論が進んで行く

だろうなという気がいたしますけれども、注意し

ておくべきです。今回の民法改正で、盛り込まれ

なかった事項についても、消費者契約法の専門調

査会で、既に法務省からヒアリングをしていまし

て、それらを受けて消費者契約法の中で盛り込め

るか盛り込めないかという検討を進めるそうです

から、民法で落っこちたからもう無いと思ってい

ると、消費者契約法の方で、入ってくるというこ

とが、かなり高い確率であると思った方が良いと

思います。

改正の影響。民法の改正の影響ですが、当初の

議論に比べれば、かなり落ち着いた改正内容にな

っているので、おおむね安心はしていますけれど

も、お話した通り多少懸念を持っている部分があ

ります。そういったところというのは、これから

先の運用の仕方について先程申し上げたガイドラ

インみたいなものあるいはモデル契約書といった

ものでちゃんと整理をして、世の中に出していけ

ば対応できるのかなと考えています。

法施行までにやっておきたいこと。まず既存の

契約書や業務マニュアルの見直し。特に売主の担

保責任や賃貸借については、改正事項が多いので

要注意です。それから、宅地建物取引士のみなさ

んについて。せっかく新しい資格が出来たわけで

すから、是非とも、民法改正についても研鑽研修

をお願いしたいと思います。必要に応じて各企業

での個別対応しにくいものについては、ガイドラ

インですとか、契約モデルといったものは、市場

全体として、あるいは、業界団体としての取り組

みもお願いしたいと思います。

最後に、お時間をお借りして不動産市場につい

て私見を申し上げます。まず不動産取引の特質。

年前に同じことを申し上げました。実は 年前か

ら言っているのではなくて、 年前から言ってい

ます。不動産業課の課長補佐の時から同じことを

言っています。皆様方のご苦労を頂いて、かなり

マーケットは良くなったと私は思っています。自

分の経験からいっても、良くなったと思っていま

いますが、この物件の個別性だとか高額性、素人

とプロが混在する市場だとか、下見の機会が限ら

れ品質のリスクが大きいとか、いわば取引の宿命

的なものがあって、どうしてもトラブルが起きて

しまう。私は、長い間諦め気味だったのですが、

最近の皆様方のご努力の動き、そういったもの見

ていて、これはもう少し工夫すると、出口が見え

るかも知れないなという気がし始めています。

具体的に言うと、非常に個別性が高く代替性に

乏しいと言われますが、例えば、マンションは一

棟のどの部屋でもマンションの一室というのはあ

る程度標準化してします。もちろん傷んでいる、

あるいはきれいといった違いはありますが、スケ

ルトンリフォームなど一定の手を加えることによ

ってさらに品質の標準化を進めることが出来るか

も知れない。均一なものにすべきということでな

く、品質をきちんとそろえるといったことを工夫

 

義務です。賃借人は、賃借物に付属させたものを

収去する義務を負うと。要は、全部持って出なさ

いということです。賃借人は、賃貸借が終了した

ときは、賃借物に生じた損傷を原状に回復する義

務を負うということですが、この中でポイントは、

通常の使用収益による損傷及び経年変化を除くと

いうことで、いわゆる自然損耗の類は、賃借人は、

修繕義務をこの規定では負わないということにな

っています。もし仮に修繕義務を負わせるという

のだったら、別途、契約書にはっきり書いて、そ

の合意をしておくことが必要だということになり

ますが、これも例の消費者契約法第 条の規定が、

効いてくる可能性があるので、何となくリスクが

大きいなという話は出ていました。

不動産の賃貸人たる地位の移転。これは、不動

産の持ち主が変わったときには、賃貸人たる地位

は、基本的に買主に移動するということを言って

いる。

昭和 年の最高裁判所の判決を法定したという

部分です。法制審の中の議論で、買主が、新しい

大家さんが、あまり経済的に豊かでなかったら前

の大家さんに連帯責任を負わせたらどうかという

議論が一時期あったのですけれども、いくら何で

も、前の大家さんは売ったときに全部精算が出来

ていると思っているということで、それは無くな

りました。したがって、自分が売ったにも関わら

ず相変わらず、資金返済債務の返済責任を負わさ

れるということは無いという結論になりました。

賃貸借についてはこれ以外にも色々な改正があ

りますけれども、とにかく契約書はこれまで以上

に重要です。特に、こういった法律が変わるとき

には、うかつに昔の契約書をそのまま何も考えず

に使っていると、リスクが拡大するという気がし

ますので、特にご注意頂いて、契約書の各条項の

内容や不足部分がないか再確認をして頂きたいと

いうことです。

錯誤のお話しをさせて頂きます。従来、民法第

条では、錯誤による意思表示は無効でした。と

ころが、今度の改正法では、無効ではなくて、「取

り消すことが出来る」になりました。最初から無

効ではなくて、取り消すことが出来るということ

は、取り消し権は時効にかかります。 年の時効に

なりますが、 年間取り消しせずにおくと有効とい

うことになるということです。

錯誤のうち、ア、イと書いてありますが、アが

一般的な錯誤です。要は、言い間違い、あるいは

書き間違い。こういったものが、アの錯誤です。

もう一つ、イがいわゆる動機の錯誤ということで、

意思表示の前提となった、基礎となった認識が、

間違っていたといった場合です。これについて、

民法の改正法では、動機の錯誤は、その事情が法

律行為の基礎とされていたことが表示されていた

ときに限り取り消しが出来るということになりま

す。ですから、表示されていなければ、取り消し

できない、ということになるのですが、ここでい

う、表示というのは黙示の表示を含むと解説され

ていますので、したがって、契約書に書いて無く

ても表示されていたと認定されることがあり得る

ということになります。ただ、条文上は、表示さ

れていたものという書き方になっています。

それから錯誤が表意者の、要は、意思表示をし

た人の、重大な過失による場合には、取り消しで

きないというのが今の民法の規定ですが、これに

さらに例外が作られました。アとイです。相手方

が表意者に錯誤があること知っていたとき、又は、

重大な過失により知らなかったとき、ということ

になっています。それから、イは、相手方が表意

者と同一の錯誤に陥っていたときということにな

っています。このアとイの例外は、今回新しく設

けられたものですけれども、意思表示の相手方が

表意者に錯誤があることを知っていた場合、その

知っていた人を保護する必要は全く無いですよね。

ですから、アの前段に関しては、私は ％賛成で

す。ただ、「又は」以下のところが、少し気にはな

っているのですね。重大な過失により知らなかっ

たとき、つまり、相手方が勘違いしているかどう

かということを知らなかったときですが、過失と

いう言葉を使うということは、それに前提として、

なにがしかの注意義務があるということですね。

契約するとき相手方が勘違いしていないかどうか

ということに関して注意を払う義務があるとなる

と、その注意義務ってどの程度の注意義務なのだ

ろう。重大な過失と書いてありますので、そんな

に厳しい注意義務を負わせるわけではないだろう

と思いますが。おそらく重大な過失により知らな

かったというよりも、本来、知ることが出来るに
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していくと、ユーザー側からすれば、割とリスク

を見極めやすくなる。それに応じて、今度は、値

段に関しても、国交省でも取引事例など色々な情

報開示を始めました。そういったものを通じて、

改善していくのではないかなという気がしないで

もないです。

物件の事前チェック。内覧といっても、まだ、

居住中といったような場合は、ほんの数時間だけ

です。中古住宅をほんの数時間だけ見て、という

のはいくら何でも清水の舞台から飛び降りるよう

な話になる。こういったところも、インスペクシ

ョンなどの工夫が始まっています。

プロと素人が参加する市場では、プロのアドバ

イスの仕方で、いかようにでもなると思います。

不動産を買うのは、嫁さんを貰うのと同じだと昔

言われてことがあるのです。結婚してみなければ

わからないと。市場を改善に向けてまだ色々な工

夫が出来るのだと思います。それを、是非、お願

いをしたいというふうに思うところであります。

もちろん、個別の企業の努力だけでは無理なもの

も多いと思いますが、色々な形で、是非ともとい

うふうに思います。

当事者の情報共有は極めて大事ということで、

事前の情報共有と情報格差を埋める説明、それを、

ちゃんと記録に留めておくということです。これ

は、弁護士も全く同じですけれども、関係者と色々

なやり取りをしますけれども、記録に留めておか

ないと、そのやり取りが残らない。相手が、必ず

しも、判を押してくれる訳ではないのでけれども、

少なくともこちらの手元には、記録に残っている。

それが証拠になります。さらに、後で振り返った

ときに、色々な形で確認できるので絶対必要です。

今はネットが使えますので、お客さん訪問の帰り

の電車の中でちょっと入力することも出来るわけ

ですから、色々な形で出来ると思います。とにか

く、そういったことをちゃんとやっていくことが

大切だと思います。

市場活性化のビッグチャンス。最後にこれだけ

言わせて下さい。今、色々なことが動いていまし

て、ある意味大変だと思いますけれども、見方を

変えれば全部チャンスだと思わなければいけませ

ん。弁護士市場の話ですが、弁護士は、ご案内の

通り、人数が増えすぎて皆大変なのですよね。ど

この事務所も、若い弁護士さんも含めて大変です。

大きいところも、それはそれなりに大変です。と

ころだその弁護士市場で今儲かっている企業があ

るのですね。ひょっとしたら議事録から消しても

らうかも知れませんが「弁護士 」という、こ

の間上場した会社があります。これが何をやって

いる会社かというと、弁護士をネットに登録させ

て、法律に関して相談したいなと思って検索を掛

けると、弁護士 が一番上に出て来る。そこに

何々に詳しい弁護士といってリストが出て来る。

月々いくらかかかるので私は加入していませんけ

れども、そういうところが登録者を増やしている。

それから、弁護士は長いこと広告してはいけなか

ったのです。それで広告が苦手なのです。ところ

が、弁護士専門の広告コンサルティング会社があ

りまして、大手が数社あるらしいのですけれども、

これが稼いでいるらしいのです。もちろんこのよ

うなビジネスに対する評価にはいろいろあります

が、少なくともそれなりのニーズがあったという

ことでしょう。

当事者は、自分の仕事はこれである、これをや

るものだと思い込んでいるから、目が向かないの

ですけれども、少し見渡せば、その周辺にもの凄

い宝の山が埋まっているということは、不動産取

引にもあると思うのですよね。何千万円なんて取

引をする機会って、これくらいしかない。そのく

せ大きな不安とリスクを感じているのです。私も

そうでした。だとすると、こういうリフォームを

やりましょう、こういう保証を付けますからこう

いうことをやりましょうというような、本当に説

得力のある良いものだったら、信用できるものだ

ったら、やっていこうという気になります。そう

いったところを含めて、考えていただきたいなと

思います。

最後に一つだけ、トラブルというのは事後対策

になったら駄目なのですよね。やっぱり予防なの

です。事後対策は、手間もお金も時間もかかりま

す。会社の評価にも関わります。もの凄いロスで

す。それを防ぐための工夫を、ちゃんとマニュア

ルとして、地道にきちんとやることによって、会

社がどのくらい救われるかわかりません。もちろ

ん、当事者もどのくらい救われるかわかりません

ので、是非とも、そのようにお願いをしたいと思

います。
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